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(57) ADStract: A capacitance type physical volume sensor
comprising first substrates (13, 14) and second substrates
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groove sections (18a, 18b), respectively, at sections facing
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port section (32) protrudes above the first groove section
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(57) 要 約 ： 容 量 式 物 理 量 セ ンサ は、 第 1 基 板
( 1 3 、 1 4 ) と、絶縁膜 （1 2 、 5 2 ) を介
して前 記 第 1 基 板 と接 合 され る第 2 基 板 （1
1 、 5 1 ) と、 を備 える。前記 第 2 基板 は、前
記第 1 基板 に形成 され た第 1 、第 2 支持部 （3
2 、 4 2 ) にお ける可動部 （2 0 ) 側 と反対側
の端部 と対 向す る部分 にそれ ぞれ 第 1 、第 2 溝
部 （1 8 a 、 1 8 b ) を有す る。前記 第 1 支持
部 （3 2 ) にお ける端部 の一部 は、前記 第 1 溝
部 （1 8 a ) 上 に突 出 し、前記 第 2 支持部 （4
2 ) にお ける端部 の一部 は、前記 第 2 溝部 （1
8 b ) 上 に突出す る。



明 細 書

発明の名称 ：

S O I 基板、物理量センサ、 S O I 基板の製造方法、および物理量センサ

の製造方法

関連出願の相互参照

[0001 ] 本開示は、 2 0 1 3 年 5 月 9 日に出願 された日本出願番号 2 0 1 3 _ 9 9

5 8 3 号および 2 0 1 4 年 3 月 2 7 日出願 された日本出願番号 2 0 1 4 - 6

5 9 4 1 号 に基づ くもので、 ここにその記載内容を援用する。

技術分野

[0002] 本開示は、 S O I 基板、物理量センサ、 S O I 基板の製造方法および物理

量センサの製造方法に関する。

背景技術

[0003] 従来より、容量式物理量センサ と して、支持基板、絶縁膜、半導体層が順

に積層されたシ リコンオンインシユレ一タ一 （S O I ) 基板 を用いたものが

提案されている （例えば、特許文献 1 参照）。

[0004] 具体的には、 この容量式物理量センサでは、半導体層に、所定方向に変位

可能 とされた複数の可動電極 を有する可動部が形成 されている。 また、半導

体層に、可動電極 と対向する第 1 固定電極が備え られる第 1 支持部 を有する

第 1 固定部 と、可動電極 と対向する第 2 固定電極が備え られる第 2 支持部 を

有 し、可動部 を挟んで第 1 固定部 と反対側 に配置される第 2 固定部 とが形成

されている。つまり、半導体層には、可動部 を挟んで一対の第 1 、第 2 固定

部が形成 されている。

[0005] そ して、支持基板および絶縁膜のうち可動電極 および第 1 、第 2 固定電極

と対向する部分を含む部分には、窪み部が形成 されてお り、可動電極 および

第 1 、第 2 固定電極 は浮遊 した状態 となっている。なお、第 1 、第 2 固定電

極 を完全 に浮遊させるため、第 1 、第 2 固定電極 を備える第 1 、第 2 支持部

は、可動部側の端部が窪み部上に部分的に突出 している。



[0006] このような容量式物理量センサでは、可動電極と第 1 固定電極との間の検

出容量と、第 1 固定部と支持基板との間の寄生容量とからなる第 1容量が構

成される。同様に、可動電極と第 2 固定電極との間の検出容量と、第 2 固定

部と支持基板との間の寄生容量からなる第 2 容量が構成される。そして、第

1容量と第 2 容量との差に基づいて物理量の検出が行われる。

[0007] なお、寄生容量の大きさは、第 1、第 2 固定部のうち絶縁膜を介 して支持

基板と接合されている部分の面積に比例する。このため、第 1、第 2 容量の

差を演算 した際に各寄生容量がキャンセルされるように、第 1、第 2 固定部

のうち支持基板と接合される部分の面積が等 しくされている。

[0008] 上記容量式物理量センサは、例えば、次のように製造される。すなわち、

支持基板上に絶縁膜を形成 し、支持基板および絶縁膜に窪み部を形成する。

その後、絶縁膜にシリコン基板等で構成される半導体層を接合する。そして

、半導体層にマスクを形成すると共に当該マスクをパターニングする。続い

て、反応性イオンエッチング （R I E ) 等を行って可動電極および第 1、第

2 固定電極を形成することにより、上記容量式物理量センサが製造される。

[0009] しかしながら、上記容量式物理量センサでは、可動部および第 1、第 2 固

定部を形成する際、マスクのパターニング時に位置ずれ等が発生し、可動部

および第 1、第 2 固定部が全体的に形成予定領域に対 してずれてしまうこと

がある。例えば、第 1 固定部、可動部、第 2 固定部の配列方向において、全

体的に第 1 固定部側に第 1 固定部、可動部、第 2 固定部がずれた場合には、

第 1支持部のうち可動部側の端部が窪み部上に突出する部分は小さくなる。

これに対 し、第 2 支持部のうち可動部側の端部が窪み部上に突出する部分は

大きくなる。

[001 0] すなわち、第 1 固定部 （第 1支持部）のうち絶縁膜を介 して支持基板と接

合されている面積は大きくなり、第 2 固定部 （第 2 支持部）のうち絶縁膜を

介 して支持基板と接合されている面積は小さくなる。つまり、第 1 固定部と

支持基板との間に形成される寄生容量は大きくなり、第 2 固定部と支持基板

との間に形成される寄生容量は小さくなる。このため、第 1容量と第 2 容量



との容量差を演算する際に各寄生容量をキャンセルすることができず、検出

誤差が生 じる。

[001 1] なお、このような問題は、可動電極および第 1、第 2 固定電極に異物が付

着することを抑制するために、可動電極および第 1、第 2 固定電極を覆うよ

うにキヤップ部が備えられた容量式物理量センサにおいても同様に発生する

。すなわち、このような容量式物理量センサでは、キャップ部は半導体基板

に絶縁膜が形成されて構成されており、絶縁膜を介 して半導体基板が半導体

層に接合されている。そ して、半導体基板および絶縁膜のうち可動電極およ

び第 1、第 2 固定電極 と対向する部分を含む部分に窪み部が形成されている

。また、第 1、第 2 支持部と半導体基板との間でそれぞれ寄生容量が形成さ

れる。このため、半導体基板 （キャップ部）と半導体層とを接合する際、ァ

ライメン 卜ずれ等によって位置ずれが発生すると、第 1、第 2 固定部のうち

半導体基板 （キャップ部）と接合される部分の面積が異なり、互いの寄生容

量が異なる。

[001 2] また、一面に窪み部が形成された第 1基板に熱酸化膜が形成され、第 1基

板の一面側に熱酸化膜を介 して第 2 基板が配置された S O I 基板が提案され

ている （例えば、特許文献 2 参照）。このような S O I 基板では、第 1基板

としてシリコン基板が用いられる。

[001 3] 上記 S O I 基板は、次のように製造される。まず、第 1基板の一面に窪み

部を形成する。次に、第 1基板を熱酸化 して熱酸化膜を形成する。このとき

、熱酸化膜は、第 1基板の全面に形成され、窪み部の壁面にも形成される。

そ して、第 1基板の一面に形成された熱酸化膜と第 2 基板とを接合すること

により、上記 S O I 基板が製造される。

[0014] このような S O I 基板は、第 2 基板に ドライエッチング等を行って物理量

に応 じたセンサ信号を出力するセンシング部を形成する場合、窪み部に形成

された熱酸化膜をエッチングス トツバとして利用できる。このため、窪み部

の底面が荒れることを抑制できる。また、窪み部に熱酸化膜 （絶縁膜）が形

成されていることにより、第 1基板と第 2 基板とが異物を介 して電気的に接



続 され る ことを抑制 で きる。

[001 5] しか しなが ら、上記 S O I 基板 では、 第 1 基板 を熱酸化 して熱酸化膜 を形

成 す る と、窪み部 の開 口部 に応力が集 中す る。 このため、熱酸化膜 の うちの

窪み部 の開 口部 に形成 され る部分 は、他 の領域 に形成 され る部分 よ りも膜厚

が厚 くな る。 つ ま り、 第 1 基板 の一面 において、熱酸化膜 は、窪み部 の開 口

部 に形成 され る部分 が他 の領域 に形成 され る部分 よ り盛 り上 が って形成 され

る。 したが って、 この よ うな状態 で熱酸化膜 と第 2 基板 とを接合 す る と、熱

酸化膜 の うちの盛 り上 が つている部分 のみが第 2 基板 と接合 され るため、熱

酸化膜 と第 2 基板 との接合性 が悪 くな る とい う問題 があ る。

先行技術文献

特許文献

[001 6 ] 特 許 文献 1 ：日本特許第 3 4 3 5 6 4 7 号公報

特許文献 2 ：日本特 開 2 0 1 3 - 2 2 9 3 5 6 号公報

発 明の概要

[001 7 ] 本 開示 の 目的の一つは、検 出誤差 を抑制 で きる容量式物理量 セ ンサ および

その製 造方法 を提供 す る ことであ る。 また、本 開示 の他 の 目的は、熱酸化膜

と第 2 基板 との接合性 を向上 で きる S O I 基板 および それ を用 いた物理量 セ

ンサ、 S O I 基板 の製 造方法 および物理量 セ ンサの製 造方法 を提供 す る こと

であ る。

[001 8] 本 開示 の第一態様 に係 る容量式物理量 セ ンサ は、 第 1 基板 と、絶縁膜 を介

して第 1 基板 と接合 され る第 2 基板 と、 を備 える。前記第 1 基板 は、所定方

向 に変位可能 とされた複数 の可動 電極 を有 す る可動部 と、前記可動 電極 と対

向す る第 1 固定電極 が備 え られ る第 1 支持部 を有 す る第 1 固定部 と、前記可

動 電極 と対 向す る第 2 固定電極 が備 え られ る第 2 支持部 を有 し、前記第 2 支

持部 が前記可動部 を挟 んで前記前記第 1 支持部 と反対側 に配置 された第 2 固

定部 と、 を備 える。前記絶縁膜 および前記第 2 基板 の うち少な くとも前記絶

縁膜 における前記可動 電極 および前記第 1 、 第 2 固定電極 と対 向す る部分 は

窪み部 を有 す る。前記第 1 支持部 が前記絶縁膜 を介 して前記第 2 基板 と接合



されている面積と、前記第 2 支持部が前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板と接

合されている面積とが等 しくされる。前記容量式物理量センサは、前記可動

電極と前記第 1 固定電極との間の容量と、前記可動電極と前記第 2 固定電極

との間の容量との差に基づいて物理量を検出する。

[001 9] 前記第 2 基板は、前記第 1 支持部における前記可動部側と反対側の端部と

対向する部分に第 1溝部を有 し、前記第 2 支持部における前記可動部側と反

対側の端部と対向する部分に第 2 溝部を有する。前記第 1 支持部は、前記可

動部側の端部の一部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側と反対側

の端部の一部が前記第 1溝部上に突出する。前記第 2 支持部は、前記可動部

側の端部の一部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側と反対側の端

部の一部が前記第 2 溝部上に突出する。

[0020] 前記容量式物理量センサでは、前記第 1 支持部と前記第 2 基板との間に形

成される寄生容量と、前記第 2 支持部と前記第 2 基板との間に形成される寄

生容量が等 しくなるため、検出誤差を抑制できる。

[0021 ] 本開示の第 2 態様に係る製造方法は、前記第 1 態様に係る容量式物理量セ

ンサの製造方法であり、前記第 1基板として半導体層を用意 し、前記第 2 基

板として支持基板を用意する工程と、前記第 2 基板に前記窪み部を形成する

工程と、前記第 2 基板に前記第 1、第 2 溝部を形成する工程と、前記第 2 基

板の表面に前記絶縁膜を介 して前記第 1基板を接合することにより、 S O I

基板を形成する工程と、前記第 1基板に前記可動部および前記第 1、第 2 固

定部を形成する工程と、を含む。

[0022] 前記可動部および前記第 1、第 2 固定部を形成する工程では、前記第 1 支

持部における前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上に突出すると共に前

記可動部側と反対側の端部の一部が前記第 1溝部上に突出するように第 1 固

定部を形成 し、かつ、前記第 2 支持部における前記可動部側の端部の一部が

前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の一部が前記第

溝部上に突出するように前記第 2 固定部を形成することにより、前記第 1

支持部のうち前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板と接合されている部分の面積



と、前記第 2 支持部のうち前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板と接合されてい

る部分の面積とを等 しくする。

[0023] 本開示の第 3 態様に係る製造方法は、前記第 1態様に係る容量式物理量セ

ンサの製造方法であり、前記第 1基板として支持基板上に絶縁膜を介 して半

導体層が形成されたS O I 基板を用意 し、前記第 2 基板として半導体基板を

用意する工程と、前記第 1基板に前記可動部および前記第 1、第 2 固定部を

形成する工程と、前記第 2 基板に前記絶縁膜を形成する工程と、前記第 2 基

板および前記絶縁膜のうち少なくとも前記絶縁膜に前記窪み部を形成するェ

程と、前記第 2 基板に前記第 1、第 2 溝部を形成する工程と、前記第 1基板

に前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板を接合する工程と、を含む。

[0024] 前記接合する工程では、前記第 1支持部における前記可動部側の端部の一

部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の一部が前

記第 1溝部上に突出し、かつ、前記第 2 支持部における前記可動部側の端部

の一部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の一部

が前記第 2 溝部上に突出するように前記第 1、第 2 基板を接合することによ

り、前記第 1支持部のうち前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板と接合されてい

る部分の面積と、前記第 2 支持部のうち前記絶縁膜を介 して前記第 2 基板と

接合されている部分の面積とを等 しくする。

[0025] 前記第 2 態様および第 3 態様に係る製造方法では、前記第 1支持部におけ

る前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動部側

と反対側の端部の一部が前記第 1溝部上に突出し、かつ、前記第 2 支持部に

おける前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上に突出すると共に前記可動

部側と反対側の端部の一部が前記第 2 溝部上に突出するようにしている。こ

のため、位置ずれが発生 しても、前記第 1、第 2 支持部が前記絶縁膜を介 し

て前記第 2 基板と接合されている部分の面積は変化せず、寄生容量も変化 し

ない。このため、検出精度が低下することを抑制できる。

[0026] 本開示の第4 態様に係るS O I 基板の製造方法は、一面を有するシリコン

基板で構成される第 1基板を用意する工程と、前記第 1基板の一面に窪み部



を形成する工程と、前記第 1基板を熱酸化して熱酸化膜を形成する工程と、

前記第 1基板の一面側に前記熱酸化膜を介して第 2 基板を接合する工程と、

を含む。

[0027] 前記熱酸化膜を形成する工程の後、前記第 1基板の一面のうちの前記窪み

部の開口部における周辺部を境界領域とし、前記境界領域より面積が大きく

、前記境界領域を取り囲む領域を周辺領域としたとき、前記熱酸化膜のうち

の前記境界領域に形成された部分の厚さを前記周辺領域に形成された部分の

厚さ以下にする熱酸化膜調整工程を行う。前記第 2 基板を接合する工程では

、前記熱酸化膜のうちの前記周辺領域に形成された部分と前記第 2 基板とを

接合する。

[0028] 前記第4 態様に係るS O I 基板の製造方法によれば、前記熱酸化膜のうち

の前記周辺領域に形成された部分と前記第 2 基板とを接合することで前記S

〇 I 基板を構成しているため、前記熱酸化膜と前記第 2 基板との接合性を向

上できる。

[0029] 本開示の第 5 態様に係る物理量センサの製造方法では、前記第4 態様に係

る製造方法で製造したS O I 基板を用意する工程と、前記第 2 基板に、所定

方向に変位可能とされた複数の可動電極を有する可動部と、前記可動電極と

対向する第 1固定電極が備えられる第 1支持部を有する第 1固定部と、前記

可動電極と対向する第 2 固定電極が備えられる第 2 支持部を有し、前記第 2

支持部が前記可動部を挟んで前記第 1支持部と反対側に配置された第 2 固定

部と、を含んで構成されるセンシング部を形成する工程と、を行う。

[0030] 前記S O I 基板を用意する工程における前記熱酸化膜調整工程では、前記

熱酸化膜のうちの前記第 1支持部における前記可動部側と反対側の端部と対

向する部分に第 1溝部を形成すると共に、前記第 2 支持部における前記可動

部側と反対側の端部と対向する部分に第 2 溝部を形成する工程を行う。前記

センシング部を形成する工程では、前記第 1支持部における前記可動部側の

端部の一部が前記窪み部の壁面に形成された前記熱酸化膜で囲まれる空間に

突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の一部が前記第 1溝部上に突出



するように第 1 固定部を形成 し、かつ、前記第 2 支持部における前記可動部

側の端部の一部が前記空間に突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の

一部が前記第 2 溝部上に突出するように前記第 2 固定部を形成することによ

り、前記第 1支持部のうちの前記熱酸化膜を介 して前記第 1基板と接合され

ている部分の面積と、前記第 2 支持部のうちの前記熱酸化膜を介 して前記第

基板と接合されている部分の面積とを等 しくする。

[0031 ] 前記第 5 態様に係る物理量センサの製造方法では、位置ずれが発生しても

、前記第 1、第 2 支持部における前記熱酸化膜を介 して前記第 1基板と接合

されている部分の面積が変化せず、寄生容量も変化 しない。このため、検出

精度が低下することを抑制できる。

[0032] 本開示の第 6 態様に係るS 0 I 基板は、一面を有 し、前記一面に窪み部が

形成されたシリコン基板で構成される第 1基板と、前記第 1基板に形成され

た熱酸化膜と、前記第 1基板の一面側に前記熱酸化膜を介 して配置された第

2 基板と、を備える。

[0033] 前記熱酸化膜は、前記第 1基板の一面のうちの前記窪み部の開口部におけ

る周辺部を境界領域とし、前記境界領域より面積が大きく、前記境界領域を

取り囲む領域を周辺領域としたとき、前記熱酸化膜のうちの前記境界領域に

形成された部分の厚さが前記周辺領域に形成された部分の厚さ以下にされて

いる。前記第 2 基板は、前記熱酸化膜のうちの前記周辺領域に形成された部

分と接合される。前記熱酸化膜のうちの前記一面に形成された部分と前記窪

み部の壁面に形成された部分とを連結する境界部と前記第 2 基板との間には

、緩和空間が構成されている。

[0034] 前記第 6 態様に係るS O I 基板は、使用環境が高温に変化 して前記熱酸化

膜が膨張する場合、前記熱酸化膜が前記緩和空間に膨張でき、前記熱酸化膜

と前記第 2 基板との間に熱応力が発生することを抑制できる。

[0035] 本開示の第 7 態様に係る物理量センサは、前記第 6 態様に係るS O I 基板

を備え、前記第 2 基板に、所定方向に変位可能とされた複数の可動電極を有

する可動部と、前記可動電極と対向する第 1 固定電極が備えられる第 1支持



部を有する第 1 固定部と、前記可動電極と対向する第 2 固定電極が備えられ

る第 2 支持部を有 し、前記第 2 支持部が前記可動部を挟んで前記第 1支持部

と反対側に配置された第 2 固定部と、を含んで構成されるセンシング部が形

成されている。

[0036] 前記熱酸化膜には、前記第 1支持部における前記可動部側と反対側の端部

と対向する部分に第 1溝部が形成されていると共に、前記第 2 支持部におけ

る前記可動部側と反対側の端部と対向する部分に第 2 溝部が形成されている

。前記第 1支持部は、前記可動部側の端部の一部が前記窪み部の壁面に形成

された前記熱酸化膜で囲まれる空間に突出すると共に前記可動部側と反対側

の端部の一部が前記第 1溝部上に突出する。前記第 2 支持部は、前記可動部

側の端部の一部が前記空間に突出すると共に前記可動部側と反対側の端部の

一部が前記第 2 溝部上に突出する。前記第 1支持部のうちの前記熱酸化膜を

介 して前記第 1基板と接合されている部分の面積と、前記第 2 支持部のうち

の前記熱酸化膜を介 して前記第 1基板と接合されている部分の面積とが等 し

くされている。

[0037] 前記第 7 態様に係る物理量センサでは、前記第 1支持部と前記第 1基板と

の間に形成される寄生容量と、前記第 2 支持部と前記第 1基板との間に形成

される寄生容量が等 しくなるため、検出精度が低下することを抑制できる。

図面の簡単な説明

[0038] 本開示における上記あるいは他の目的、構成、利点は、下記の図面を参照

しながら、以下の詳細説明から、より明白となる。図面において、

[ 図1] 図 1 は、本開示の第 1実施形態における容量式物理量センサの平面図で

ある。

[ 図2] 図 2 は、図 1 のΠ _ Π 線に沿った容量式物理量センサの断面図である。

[ 図3] 図 3 ( a ) 〜図 3 ( d ) は、図 1 に示す容量式物理量センサの製造工程

を示す断面図である。

[ 図4] 図4 ( a ) は図 3 ( d ) の工程において位置ずれがない場合の第 1支持

部近傍の断面図であり、図4 ( b ) は図 3 ( d ) の工程において位置ずれが



ある場合の第 1支持部近傍の断面図である。

[ 図5] 図 5 は、本開示の第 2 実施形態における容量式物理量センサの断面図で

ある。

[ 図6] 図 6 は、図 5 とは別断面の容量式物理量センサの断面図である。

[ 図7] 図 7 ( a ) 〜図 7 ( c ) は、図 5 に示す容量式物理量センサの製造工程

を示す断面図である。

[ 図8] 図 8 は、本開示の第 3 実施形態における容量式物理量センサの平面図で

ある。

[ 図9] 図 9 は、図 8 のI X_ I X線に沿った容量式物理量センサ断面図である。

[ 図10] 図 1 0 は、本開示の第4 実施形態における容量式物理量センサの平面

図である。

[ 図11] 図 1 1 は、図 1 0 のXI —XI 線に沿った容量式物理量センサの断面図で

ある。

[ 図12] 図 1 2 は、本開示の第 5 実施形態における容量式物理量センサの断面

図である。

[ 図13] 図 1 3 は、本開示の第 6 実施形態における容量式物理量センサの断面

図である。

[ 図14] 図 1 4 は、本開示の第 7 実施形態における容量式物理量センサの断面

図である。

[ 図15] 図 1 5 は、本開示の第 8 実施形態における加速度センサの平面図であ

る。

[ 図16] 図 1 6 は、図 1 5 のXVI—XVI線に沿った加速度センサの断面図である

[ 図17] 図 1 7 は、図 1 6 の領域XVII の拡大図である。

[ 図18] 図 1 8 ( a ) 〜図 1 8 ( e ) は、図 1 5 に示す加速度センサの製造ェ

程を示す断面図である。

[ 図19] 図 1 9 は、図 1 8 ( b ) 中の領域XIXの拡大図である。

[ 図20] 図 2 0 ( a ) 〜図 2 0 ( f ) は、本開示の第 9 実施形態における加速



度センサの製造工程 を示す断面図である。

[ 図2 1] 図 2 1 は、図 2 0 ( f ) 中の領域XXIの拡大図である。

[ 図22] 図 2 2 は、本開示の第 1 0 実施形態における加速度センサの平面図で

ある。

[ 図23] 図 2 3 は、図 2 2 のΧΧΠΙ —ΧΧΠΙ線に沿 った加速度センサの断面図で

ある。

[ 図24] 図 2 4 ( a ) は、図 1 8 ( e ) の工程 において位置ずれがある場合の

第 1 支持部近傍の断面図であ り、図 2 4 ( b ) は、図 1 8 ( e ) の工程 にお

いて位置ずれがない場合の第 1 支持部近傍の断面図である。

発明を実施するための形態

[0039] 以下、本開示の実施形態について図に基づいて説明する。なお、以下の各

実施形態相互において、互いに同一も しくは均等である部分には、同一符号

を付 して説明を行 う。

[0040] (第 1 実施形態）

本開示の第 1 実施形態について図面を参照 しつつ説明する。なお、本実施

形態では、容量式物理量センサ と して、加速度 を検 出するセンシング部が形

成 された加速度センサを例 に挙 げて説明する。

[0041 ] 図 1 および図 2 に示されるように、本実施形態の加速度センサは、支持基

板 1 1 と、支持基板 1 1 上に配置された絶縁膜 1 2 と、絶縁膜 1 2 を挟んで

支持基板 1 1 と反対側 に配置された半導体層 1 3 とを有するS O I 基板 1 4

を用いて構成 されている。

[0042] なお、支持基板 1 1 および半導体層 1 3 はシ リコン基板等であ り、絶縁膜

1 2 は S i 0 2 等である。 また、本実施形態では、半導体層 1 3 が容量式物

理量センサの第 1 基板 に相当 し、支持基板 1 1 が容量式物理量センサの第 2

基板 に相当 している。

[0043] S O I 基板 1 4 には、周知のマイクロマシン加工が施 されてセンシング部

1 5 が形成 されている。具体的には、半導体層 1 3 には、溝部 1 6 が形成 さ

れることによって櫛歯形状の梁構造体を有する可動部 2 0 および第 1 、第 2



固定部 3 0 、 4 0 が形成されており、この梁構造体によって加速度に応 じた

センサ信号を出力するセンシング部 1 5 が形成されている。

[0044] そ して、支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 のうち梁構造体の形成領域に対応

した部分は除去されて窪み部 1 7 が形成されている。窪み部 1 7 は、後述す

る可動電極 2 4 および第 1、第 2 固定電極 3 1、 4 1 が支持基板 1 1 および

絶縁膜 1 2 に接触することを防止するためのものである。

[0045] 可動部 2 0 は、窪み部 1 7 上を横断するように配置されており、矩形状の

錘部 2 1 における長手方向の両端が梁部 2 2 を介 してアンカ一部 2 3 a 、 2

3 b に一体に連結 した構成とされている。アンカ一部 2 3 a 、 2 3 b は、窪

み部 1 7 の開口縁部で絶縁膜 1 2 を介 して支持基板 1 1 に支持されている。

これにより、錘部 2 1 および梁部 2 2 は、窪み部 1 7 に臨んだ状態となって

いる。

[0046] ここで、図 1 および図 2 中の X 軸、 y 軸、 z 軸の各方向について説明する

。図 1 および図 2 中では、 X 軸方向は錘部 2 1 の長手方向である。 y 軸方向

はS O I 基板 1 4 の面内において X 軸と直交する方向である。 z 軸方向は、

S O I 基板 1 4 の平面方向と直交する方向である。

[0047] 梁部 2 2 は、平行な 2 本の梁がその両端で連結された矩形枠状とされてお

り、 2 本の梁の長手方向と直交する方向に変位するバネ機能を有 している。

具体的には、梁部 2 2 は、 X 軸方向の成分を含む加速度を受けたとき、錘部

1 を X 軸方向へ変位させると共に、加速度の消失に応 じて元の状態に復元

させるようになつている。 したがって、このような梁部 2 2 を介 して支持基

板 1 1 に連結された錘部 2 1 は、加速度の印加に応 じて、窪み部 1 7 上にて

梁部 2 2 の変位方向 （X 軸方向）へ変位可能となっている。

[0048] また、可動部 2 0 は、錘部 2 1 の長手方向と直交 した方向 （y 軸方向）に

、錘部 2 1 の両側面から互いに反対方向へ一体的に突出形成された複数個の

可動電極 2 4 を備えている。図 1 では、可動電極 2 4 は、錘部 2 1 の左側お

よび右側に各々4 個ずつ突出して形成されており、窪み部 1 7 に臨んだ状態

となっている。また、各可動電極 2 4 は、錘部 2 1 および梁部 2 2 と一体的



に形成されており、梁部 2 2 が変位することによって錘部 2 1 と共に X 軸方

向に変位可能 となっている。

[0049] 第 1 、第 2 固定部 3 0 、 4 0 は、窪み部 1 7 の開口縁部のうち、アンカ一

部 2 3 a 、 2 3 b が支持されている部分以外にて、絶縁膜 1 2 を介 して支持

基板 1 1 に支持されている。すなわち、第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 は、可

動部 2 0 を挟むように配置されている。図 1 では、第 1 固定部 3 0 が可動部

2 0 に対 して紙面左側に配置され、第 2 固定部 4 0 が可動部 2 0 に対 して紙

面右側に配置されている。そ して、第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 は互いに電

気的に独立 している。

[0050] また、第 1 、第 2 固定部 3 0 、 4 0 は、可動電極 2 4 の側面 と所定の検出

間隔を有するように平行 した状態で対向配置された複数個の第 1、第 2 固定

電極 3 1 、 4 1 と、絶縁膜 1 2 を介 して支持基板 1 1 に支持された第 1、第

2 支持部 3 2 、 4 2 とを有 している。

[0051 ] 第 1 、第 2 固定電極 3 1 、 4 1 は、図 1 では 4 個ずつ形成されており、可

動電極 2 4 における櫛歯の隙間にかみ合 うように櫛歯状に配列されている。

そ して、各支持部 3 2 、 4 2 に片持ち状に支持されることにより、窪み部 1

7 に臨んだ状態 となっている。

[0052] 第 1 支持部 3 2 は、第 1 固定電極 3 1 が備えられる第 1 連結部 3 2 a と、

第 1 連結部 3 2 a を外部回路 と電気的にするための第 1接続部 3 2 b とを有

している。 また、第 2 支持部 4 2 は、第 2 固定電極 4 1 が備えられる第 2 連

結部 4 2 a と、第 2 連結部 4 2 a を外部回路 と電気的にするための第 2 接続

部 4 2 b とを有 している。

[0053] 第 1 、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a は、本実施形態では、長辺が錘部 2 1 の

長手方向 （X 軸方向）と平行 となる平面矩形状 とされており、それぞれ可動

部 2 0 側の端部に第 1、第 2 固定電極 3 1 、 4 1 を備えている。そ して、第

1、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a のうち可動部 2 0 側の端部は、それぞれ窪み

部 1 7 上に突出 している。

[0054] 第 1 、第 2 接続部 3 2 b 、 4 2 b は、それぞれ第 1、第 2 連結部 3 2 a 、



4 2 a と接続され、第 1、第 2 接続部 3 2 b 、 4 2 b の所定箇所がボンディ

ングワイヤ （図示せず）等を介 して外部回路と電気的に接続されている。

[0055] なお、可動部 2 0 は、アンカ一部 2 3 b がボンディングワイヤ （図示せず

) 等を介 して外部回路と電気的に接続されている。同様に、溝部 1 6 を隔て

て可動部 2 0 、第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 の周囲に位置する周辺部 6 0 も

ボンディングワイヤ （図示せず）等を介 して外部回路と電気的に接続されて

いる。

[0056] また、支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 には、第 1連結部 3 2 a のうち可動

部 2 0 側と反対側の端部と対向する部分に第 1溝部 1 8 a が形成されている

。同様に、支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 には、第 2 連結部 4 2 a のうち可

動部 2 0 側と反対側の端部と対向する部分に第 2 溝部 1 8 b が形成されてい

る。

[0057] 具体的には、第 1、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b は、第 1、第 2 連結部 3 2 a

、 4 2 a と窪み部 1 7 における開口部との境界に沿った方向 （X 軸方向）に

延設されている。

[0058] そ して、第 1、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a は、それぞれ可動部 2 0 側と反

対側の端部が第 1、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 上に突出している。詳述すると

、第 1連結部 3 2 a は、第 1連結部 3 2 a (第 1支持部 3 2 ) と第 1溝部 1

8 a における開口部との境界の方向と長さが、第 1連結部 3 2 a (第 1支持

部 3 2 ) と窪み部 1 7 における開口部との境界の方向と長さが等 しくなるよ

うに、第 1溝部 1 8 a 上に突出している。同様に、第 2 連結部4 2 a は、第

2 連結部 4 2 a (第 2 支持部 4 2 ) と第 2 溝部 1 8 b における開口部との境

界の方向と長さが、第 2 連結部4 2 a (第 2 支持部 4 2 ) と窪み部 1 7 にお

ける開口部との境界の方向と長さが等 しくなるように、第 2 溝部 1 8 b 上に

突出している。

[0059] なお、境界の方向と長さが等 しいとは、完全に一致する場合に加えて、製

造誤差等によって生 じる若干の誤算を含むものである。

[0060] そ して、第 1、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a および第 1、第 2 接続部 3 2 b



、 4 2 b か らなる第 1 、第 2 支持部 3 2 、 4 2 は、絶縁膜 1 2 を介 して支持

基板 1 1 と接合 されている部分の面積 （対向する部分の面積）が互いに等 し

くされている。すなわち、第 1 支持部 3 2 と支持基板 1 1 との間に形成 され

る寄生容量 と、第 2 支持部 4 2 と支持基板 1 1 との間に形成 される寄生容量

とが等 しくされている。

[0061 ] なお、面積が等 しいとは、完全 に一致する場合 に加えて、製造誤差等によ

つて生 じる若干の誤差 を含むものである。

[0062] すなわち、本実施形態の容量式物理量センサでは、可動電極 2 4 と第 1 固

定電極 3 1 との間に形成 される検 出容量 と、第 1 支持部 3 2 と支持基板 1 1

との間に形成 される寄生容量 とか らなる第 1 容量が構成 されている。同様 に

、可動電極 2 4 と第 2 固定電極 4 1 との間に形成 される検 出容量 と、第 2 支

持部 4 2 と支持基板 1 1 との間に形成 される寄生容量 とか らなる第 2 容量が

構成 されている。そ して、 X 軸方向に加速度が印加 されると、梁部 2 2 のバ

ネ機能によってアンカ一部 2 3 a 、 2 3 b を除 く可動部 2 0 全体が一体的に

X 軸方向へ変位 し、可動電極 2 4 の変位に応 じて検 出容量が変化するように

なっている。

[0063] 以上が本実施形態における容量式物理量センサの構成である。 このような

容量式物理量センサでは、第 1 容量 と第 2 容量 との容量差 に基づいて加速度

が検 出される。 このとき、第 1 容量に含 まれる寄生容量 と、第 2 容量に含 ま

れる寄生容量は、上記のように等 しくされている。 このため、第 1 容量 と第

2 容量 との容量差 を演算 したときに互いの寄生容量がキャンセルされ、検 出

誤差 を抑制できる。

[0064] 次 に、上記容量式物理量センサの製造方法について図 3 ( a ) 〜図 3 ( d

) を参照 しつつ説明する。

[0065] まず、図 3 ( a ) に示されるように、支持基板 1 1 上に絶縁膜 1 2 を形成

する。次に、図 3 ( b ) に示されるように、絶縁膜 1 2 上に レジス 卜や酸化

膜等のマスク （図示せず）を形成 し、窪み部 1 7 、第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、

1 8 b の形成予定領域が開口するように当該マスクをパターニングする。続



いて、例えば、 R I E 等によって絶縁膜 1 2 および支持基板 1 1 をエ ツチン

グ して窪み部 1 7 および第 1、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b を形成する。

[0066] 続いて、図 3 ( c ) に示されるように、絶縁膜 1 2 と半導体層 1 3 とを接

合 して S O I 基板 1 4 を形成する。絶縁膜 1 2 と半導体層 1 3 との接合は、

特に限定されるものではないが、例えば、次のように行 うことができる。

[0067] まず、絶縁膜 1 2 の表面 （接合面）および半導体層 1 3 の表面 （接合面）

に N 2 プラズマ、 〇2 プラズマ、 またはA r イオンビ一厶を照射 し、絶縁膜 1

2 および半導体層 1 3 の各表面 （接合面）を活性化させる。

[0068] 次 に、適宜形成されたァライメン 卜マークを用いて赤外顕微鏡等によリア

ライメン 卜を行い、室温〜 5 5 0 °C の低温で絶縁膜 1 2 および半導体層 1 3

をいわゆる直接接合により接合する。

[0069] なお、 ここで は直接接合を例に挙げて説明 したが、絶縁膜 1 2 と半導体層

1 3 とは、陽極接合や中間層接合等の接合技術によって接合されてもよい。

また、接合後に、高温ァニ一ル等の接合品質を向上させる処理を行 ってもよ

し、。 さらに、接合後に、半導体層 1 3 を研削研磨によって所望の厚さに加工

してもよい。

[0070] その後、図 3 ( d ) に示されるように、半導体層 1 3 上に レジス 卜や酸化

膜等のマスク （図示せず）を形成 し、溝部 1 6 の形成予定領域が開口するよ

うに当該マスクをパターニングする。続いて、例えば、 R I E 等によって半

導体層 1 3 をエ ッチング して溝部 1 6 を形成する。 これにより、可動部 2 0

および第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 が形成されて上記容量式物理量センサが

製造される。

[0071 ] なお、第 1 固定部 3 0 を形成する際には、第 1 連結部 3 2 a のうち可動部

2 0 側の端部が窪み部 1 7 上に突出すると共に、可動部 2 0 側 と反対側の端

部が第 1溝部 1 8 a 上に突出するように第 1 固定部 3 0 を形成する。同様に

、第 2 固定部 4 0 を形成する際には、第 2 連結部 4 2 a のうち可動部 2 0 側

の端部が窪み部 1 7 上に突出すると共に、可動部 2 0 側 と反対側の端部が第

2 溝部 1 8 b 上に突出するように第 2 固定部 4 0 を形成する。



[0072] このとき、例えば、マスクをパターニングする際に数斗m程度の位置ずれ

が発生 し、可動部 2 0 および第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 が全体的に第 1 固

定部 3 0 側 （y 軸方向）に位置ずれすることがある。この場合、図4 ( b )

に示されるように、第 1連結部 3 2 a のうち窪み部 1 7 上に突出する部分の

長さL ，が短 くなり、第 1溝部 1 8 a に突出する部分の長さL 2が長 くなる。

[0073] しか しながら、第 1連結部 3 2 a のうち窪み部 1 7 および第 1溝部 1 8 a

に突出する部分の長さの和は、位置ずれが発生 しなかった場合 （図4 ( a )

) と位置ずれが発生 した場合 （図4 ( b ) ) とで等 しい。つまり、第 1連結

部 3 2 a のうち絶縁膜 1 2 を介 して支持基板 1 1 と接合されている部分の面

積 （支持基板 1 1 と対向する部分の面積）は変化せず、第 1連結部 3 2 a と

支持基板 1 1 との間に形成される寄生容量も変化 しない。同様に、特に図示

しないが、位置ずれが発生 したとしても、第 2 連結部 4 2 a のうち窪み部 1

7 および第 2 溝部 1 8 b に突出する部分の長さの和は変化せず、第 2 連結部

4 2 a と支持基板 1 1 との間に形成される寄生容量は変化 しない。すなわち

、第 1、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b の y 軸方向の長さ （幅）を製造上起こりう

る位置ずれ量より予め大きく設けておくことにより、上記のように位置ずれ

が発生 したとしても、寄生容量が変化することを抑制できる。

[0074] このため、上記のように容量式物理量センサを製造することにより、位置

ずれが発生 したとしても、寄生容量が変化 しない容量式物理量センサとする

ことができる。

[0075] 以上説明 したように、本実施形態の容量式物理量センサでは、第 1、第 2

溝部 1 8 a 、 1 8 b が形成されており、第 1、第 2 支持部 3 2 、 4 2 は、そ

れぞれ一部が窪み部 1 7 および第 1、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 上に突出して

いる。そ して、絶縁膜 1 2 を介 して支持基板 1 1 と接合されている部分の面

積 （対向する部分の面積）が互いに等 しくされている。このため、第 1、第

2 支持部 3 2 、 4 2 と支持基板 1 1 との間に形成される寄生容量が等 しくな

り、検出誤差を抑制できる。

[0076] また、容量式物理量センサを製造する際には、第 1溝部 1 8 a を形成 し、



第 1連結部 3 2 のうち可動部 2 0 側の端部が窪み部 1 7 上に突出すると共に

、可動部 2 0 側と反対側の端部が第 1溝部 1 8 a 上に突出するように第 1 固

定部 3 0 を形成 している。そして、第 2 溝部 1 8 b を形成 し、第 2 連結部 4

2 a のうち可動部 2 0 側の端部が窪み部 1 7 上に突出すると共に、可動部 2

0 側と反対側の端部が第 2 溝部 1 8 b 上に突出するように第 2 固定部 4 0 を

形成 している。

[0077] このため、可動部 2 0 および第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 を形成する際、

可動部 2 0 および第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 が全体的にy 軸方向に位置ず

れしたとしても、第 1、第 2 支持部 3 2 、 4 2 のうち絶縁膜 1 2 を介 して支

持基板 1 1 と接合されている部分の面積 （支持基板 1 1 と対向する部分の面

積）は変化 しない。すなわち、第 1、第 2 支持部 3 2 、 4 2 と支持基板 1 1

との間に形成される寄生容量は変化 しない。 したがって、位置ずれが発生 し

たとしても、寄生容量が変化せず、検出誤差を抑制できる容量式物理量セン

サを製造できる。

[0078] なお、上記では、 y 軸方向の位置ずれを例に挙げて説明したが、製造上発

生 しうる X 軸方向および z 軸周りの回転方向の位置ずれが発生 したとしても

、本実施形態によれば、寄生容量が変化せず、検出誤差を抑制できる容量式

物理量センサを製造できる。

[0079] (第 2 実施形態）

本開示の第 2 実施形態について説明する。本実施形態は、第 1実施形態に

対 して半導体層 1 3 にキャップ部を接合 したものであり、その他に関 しては

第 1実施形態と同様であるため、ここでは説明を省略する。

[0080] 図 5 および図 6 に示されるように、本実施形態では、センシング部 1 5 に

水や異物等が付着することを抑制するために、半導体層 1 3 にセンシング部

1 5 を気密封止するようにキャップ部 5 0 が備えられている。なお、図 5 に

おけるS O I 基板 1 4 は、図 1 中のI I —I I 線に相当する断面図であり、キヤ

ップ部 5 0 はΠ _ Π 線に相当する部分の断面図である。また、図 6 における

S O I 基板 1 4 は、図 1 中のVI —VI線に相当する断面図であり、キャップ部



5 0 はVI —VI 線 に相当する部分の断面図である。

[0081 ] キヤップ部 5 0 は、半導体基板 5 1 の一面 5 1 a に絶縁膜 5 が形成 され

ていると共に他面 5 1 b に絶縁膜 5 3 が形成 されて構成 されてお り、絶縁膜

5 2 が半導体層 1 3 と接合 されている。そ して、半導体基板 5 1 および絶縁

膜 5 2 のうち可動電極 2 4 および第 1 、第 2 固定電極 3 1 、 4 1 と対向する

部分に窪み部 5 4 が形成 されている。 この窪み部 5 4 は、窪み部 1 7 と同様

に、可動電極 2 4 および第 1 、第 2 固定電極 3 1 、 4 1 が半導体基板 5 1 お

よび絶縁膜 5 と接触することを防止するものである。

[0082] なお、本実施形態では、半導体層 1 3 が容量式物理量センサの第 1 基板 に

相当 し、支持基板 1 1 および半導体基板 5 1 が容量式物理量センサの第 2 基

板 に相当する。すなわち、本実施形態の容量式物理量センサは、 2 つの第 2

基板の間に第 1 基板が配置されたものといえる。

[0083] また、半導体基板 5 1 および絶縁膜 5 2 には、第 1 連結部 3 2 a のうち可

動部 2 0 側 と反対側の端部 と対向する部分に第 1 溝部 5 5 a が形成 されてお

り、第 2 連結部 4 2 a のうち可動部 2 0 側 と反対側の端部 と対向する部分に

第 2 溝部 5 5 b が形成 されている。

[0084] 具体的には、第 1 、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b は、第 1 、第 2 連結部 3 2 a

、 4 2 a と窪み部 5 4 における開口部 との境界に沿 った方向 （X 軸方向）に

延設されている。

[0085] また、第 1 、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a は、可動部 2 0 側 と反対側の端部

が第 1 、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b 上 に突出 している。詳述すると、第 1 連結

部 3 2 a は、第 1 連結部 3 2 a (第 1 支持部 3 2 ) と第 1 溝部 5 5 a におけ

る開口部 との境界の方向と長さが、第 1 連結部 3 2 a (第 1 支持部 3 2 ) と

窪み部 5 4 における開口部 との境界の方向と長さが等 しくなるように、第 1

溝部 5 5 a 上に突出 している。同様 に、第 2 連結部 4 2 a は、第 2 連結部 4

2 a (第 2 支持部 4 2 ) と第 2 溝部 5 5 b における開口部 との境界の方向と

長さが、第 2 連結部 4 2 a (第 2 支持部 4 2 ) と窪み部 5 4 における開口部

との境界の方向と長さが等 しくなるように、第 2 溝部 5 5 b 上に突出 してい



る。

[0086] そ して、第 1、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a は、絶縁膜 5 2 を介 して半導体

基板 5 1 と接合されている部分の面積 （対向する部分の面積）が互いに等 し

くされている。すなわち、第 1 連結部 3 2 a と半導体基板 5 1 との間に形成

される寄生容量 と、第 2 連結部 4 2 a と半導体基板 5 1 との間に形成される

寄生容量 とが等 しくされている。

[0087] また、キヤップ部 5 0 には、該キヤップ部 5 0 を S 〇 I 基板 1 4 とキヤッ

プ部 5 0 との積層方向に貫通する4 つの貫通電極部 5 6 が形成されている。

具体的には、各貫通電極部 5 6 は、絶縁膜 5 3 、半導体基板 5 1 、絶縁膜 5

2 を貫通する孔部 5 6 a と、 この孔部 5 6 a の壁面に形成された絶縁膜 5 6

b と、 この絶縁膜 5 6 b の上に形成された貫通電極 5 6 c と、パ ッ ド5 6 d

とにより構成されている。

[0088] そ して、 4 つの貫通電極部 5 6 のうちの 1 つは、アンカ一部 2 3 b に電気

的に接続されている。 また、 4 つの貫通電極部 5 6 のうちの 2 つは、第 1、

第 2 接続部 3 2 b 、 4 2 b にそれぞれ電気的に接続されている。そ して、 4

つの貫通電極部 5 6 のうちの 1 つは、周辺部 6 0 に電気的に接続されている

[0089] なお、図 6 では、孔部 5 6 a が円錐状 とされているものを図示 しているが

、孔部 5 6 a は円筒状 とされていてもよい し、角筒状 とされていてもよい。

また、絶縁膜 5 6 b と しては、例えば、 T E 〇S 等の絶縁材料が用いられ、

貫通電極 5 6 c およびパ ッ ド5 6 d と しては、例えば、 A I 等が用いられる

[0090] さ らに、本実施形態では、半導体基板 5 1 と外部回路 との電気的な接続が

図れるように、電極 5 7 a およびパ ッ ド5 7 b が形成されている。詳述する

と、電極 5 7 a は、絶縁膜 5 3 に形成されたコンタク トホール 5 3 a を介 し

て半導体基板 5 1 と接続されるように形成されている。パ ッ ド5 7 b は、絶

縁膜 5 3 上に形成されている。

[0091 ] そ して、絶縁膜 5 3 、貫通電極 5 6 c 、パ ッ ド5 6 d 、電極 5 7 a 、パ ッ



ド5 7 b 上には、保護膜 5 8 が形成されており、保護膜 5 8 にはパッド5 6

d 、 5 7 b を露出させるコンタク トホール 5 8 a が形成されている。これに

より、パッド5 6 d 、 5 7 b と外部回路との電気的な接続が図れるようにな

つている。

[0092] 以上が本実施形態における容量式物理量センサの構成である。次に、この

ような容量式物理量センサの製造方法について説明する。

[0093] まず、図 7 ( a ) に示されるように、半導体基板 5 1 の一面 5 1 a に絶縁

膜 5 2 を形成する。そして、図 7 ( b ) に示されるように、絶縁膜 5 2 上に

レジス 卜や酸化膜等のマスク （図示せず）を形成 し、窪み部 5 4 および第 1

、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b の形成予定領域が開口するように当該マスクをパ

ターニングする。続いて、例えば、 R I E等によって絶縁膜 5 2 および半導

体基板 5 1 をエッチングして窪み部 5 4 および第 1、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5

b を形成する。

[0094] そ して、上記図3 ( a ) 〜図 3 ( d ) の工程を行ったものを用意 し、図 7

( c ) に示されるように、半導体層 1 3 と絶縁膜 5 2 とを接合する。

[0095] 具体的には、第 1連結部 3 2 a のうち可動部 2 0 側の端部が窪み部 5 4 上

に突出すると共に、可動部 2 0 側と反対側の端部が第 1溝部 5 5 a 上に突出

するように半導体層 1 3 と絶縁膜 5 2 とを接合する。また、第 2 連結部 4 2

a のうち可動部 2 0 側の端部が窪み部 5 4 上に突出すると共に、可動部 2 0

側と反対側の端部が第 2 溝部 5 5 b 上に突出するように半導体層 1 3 と絶縁

膜 5 2 とを接合する。

[0096] このとき、ァライメン 卜ずれ等による位置ずれが発生 し、可動部 2 0 およ

び第 1、第 2 固定部 3 0 、 4 0 が全体的にy 軸方向に位置ずれすることがあ

る。 しかしながら、上記と同様に、第 1、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b が形成さ

れているため、第 1連結部 3 2 a のうち窪み部 5 4 および第 1溝部 5 5 a に

突出する部分の長さの和は変化せず、第 1連結部 3 2 a と支持基板 1 1 との

間に形成される寄生容量は変化 しない。同様に、第 2 連結部 4 2 a のうち窪

み部 1 7 および第 2 溝部 1 8 b に突出する部分の長さの和は変化せず、第 2



連結部 4 2 a と支持基板 1 1 との間に形成される寄生容量は変化 しない。

[0097] 続いて、特に図示 しないが、アンカ一部 2 3 b 、第 1、第 2 接続部 3 2 b

4 b および周辺部 6 0 に対応する場所の半導体基板 5 1、絶縁膜 5 2

をエッチングして除去することにより4 つの孔部 5 6 a を形成する。その後

、各孔部 5 6 a の壁面にT E O S 等の絶縁膜 5 6 b を成膜する。このとき、

半導体基板 5 1 の他面 5 1 b に形成された絶縁膜にて絶縁膜 5 3 が構成され

る。続いて、各孔部 5 6 a の底部に形成された絶縁膜 5 6 b を除去 し、半導

体層 1 3 を露出させる。また、同時に絶縁膜 5 3 の一部を除去 して、半導体

基板 5 1 の他面 5 1 b を部分的に露出させるコンタク 卜ホール 5 3 a を形成

する。

[0098] 次に、スパッタ法ゃ蒸着法等によりA I やA I _ S i 等の金属を孔部 5 6

a に形成 して貫通電極 5 6 c を形成 し、各貫通電極 5 6 c とアンカ一部 2 3

b 、第 1、第 2 接続部 3 2 b 、 4 2 b 、および周辺部 6 0 とをそれぞれ電気

的に接続する。このとき、電極 5 7 a も同時に形成する。そ して、絶縁膜 5

3 上の金属をパターニングしてパッド5 6 d 、 5 7 b を形成する。

[0099] その後、C V D法等によって保護膜 5 8 を形成 し、エッチング等によって

コンタク トホール 5 8 a を形成することにより、本実施形態の容量式物理量

センサが製造される。

[01 00] 以上説明 したように、本実施形態では、キャップ部 5 0 を備えており、セ

ンシング部 1 5 に水や異物等が付着することを抑制できる。また、半導体基

板 5 1 に第 1、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b を形成 しているため、半導体層 1 3

と絶縁膜 5 2 とを接合する際、ァライメン 卜ずれ等によって位置ずれが発生

しとしても、第 1支持部 3 2 と半導体基板 5 1 との間に形成される寄生容量

および第 2 支持部 4 2 と半導体基板 5 1 との間に形成される寄生容量は変化

しない。このため、検出誤差を抑制できる。

[01 0 1 ] (第 3 実施形態）

本開示の第 3 実施形態について説明する。本実施形態は、第 1実施形態に

対 して支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 に第 1、第 2 凹部を形成 したものであ



り、その他 に関 しては第 1 実施形態 と同様であるため、 ここでは説明を省略

する。

[01 02] 図 8 および図 9 に示 されるように、本実施形態では、支持基板 1 1 および

絶縁膜 1 2 の うち第 1 連結部 3 2 a と対向する部分 に 2 つの第 1 凹部 1 9 a

が形成 されている。 また、支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 の うち第 2 連結部

4 2 a と対向する部分 に、第 1 凹部 1 9 a と同 じ大 きさの 2 つの第 2 凹部 1

9 b が形成 されている。

[01 03] 本実施形態では、第 1 凹部 1 9 a は窪み部 1 7 と第 1 溝部 1 8 a とを連通

するように形成 されてお り、第 2 凹部 1 9 b は、窪み部 1 7 と第 2 溝部 1 8

b とを連通するように形成 されている。

[01 04] このような容量式物理量センサでは、第 1 連結部 3 2 a と支持基板 1 1 と

の間に形成 される寄生容量、 および第 2 連結部 4 2 a と支持基板 1 1 との間

に形成 される寄生容量の大 きさそのものを小 さ くで きる。 このため、 もとも

との S N 比 （信号雑音比）を高 くすることがで きる。

[01 05] なお、 ここでは 2 つの第 1 凹部 1 9 a および第 2 凹部 1 9 b が形成 されて

いるものを説明 したが、第 1 凹部 1 9 a および第 2 凹部 1 9 b は 1 つのみで

あ ってもよい し、 さ らに複数形成 されていてもよい。

[01 06] (第 4 実施形態）

本開示の第 4 実施形態 について説明する。本実施形態は、第 1 実施形態 に

対 して第 1 、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a に第 1 、第 2 孔部 を形成 したもので

あ り、その他 に関 しては第 1 実施形態 と同様であるため、 ここでは説明を省

略する。

[01 07] 図 1 0 および図 1 1 に示 されるように、本実施形態では、第 1 、第 2 連結

部 3 2 a 、 4 2 a には、それぞれ同 じ大 きさの第 1 、第 2 孔部 7 1 、 7 2 が

2 つずつ形成 されている。具体的には、 2 つの第 1 孔部 7 1 は、第 1 連結部

3 2 a の うち、窪み部 1 7 上 に位置する部分か ら第 1 溝部 1 8 a 上 に位置す

る部分 に渡 って形成 されている。 2 つの第 2 孔部 7 2 は、第 2 連結部 4 2 a

の うち、窪み部 1 7 上 に位置する部分か ら第 2 溝部 1 8 b 上 に位置する部分



に渡 って形成 されている。

[01 08] このような容量式物理量センサでは、上記第 3 実施形態 と同様 に、それぞ

れの寄生容量の大 きさそのものを小 さ くで きる。 このため、 もともとの信号

雑音比 （S N 比）を高 くすることがで きる。

[01 09] なお、上記物理量センサは、溝部 1 6 を形成する際、窪み部 1 7 上 に位置

する部分か ら第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 上 に位置する部分 に渡 る第 1 、

第 2 孔部 7 1 、 7 2 を形成することによ り製造 される。

[01 10] なお、 ここでは 2 つの第 1 孔部 7 1 および第 2 孔部 7 2 が形成 されている

ものを説明 したが、第 1 孔部 7 1 および第 2 孔部 7 2 は 1 つのみであ っても

よい し、 さ らに複数形成 されていてもよい。

[01 11] (第 5 実施形態）

本開示の第 5 実施形態 について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態 に

対 して窪み部 1 7 および第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b の形状 を変更 したも

のであ り、その他 に関 しては第 1 実施形態 と同様であるため、 ここでは説明

を省略する。

[01 12] 図 1 2 に示 されるように、本実施形態では、窪み部 1 7 および第 1 、第 2

溝部 1 8 a 、 1 8 b は、絶縁膜 1 2 のみに形成 されている。 このような容量

式物理量センサ と しても、第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 、 5 5 a 、 5 5 b

がそれぞれ形成 されているため、上記第 2 実施形態 と同様の効果 を得 ること

がで きる。

[01 13] (第 6 実施形態）

本開示の第 6 実施形態 について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態 に

対 して窪み部 5 4 および第 1 、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b の形状 を変更 したも

のであ り、その他 に関 しては第 1 実施形態 と同様であるため、 ここでは説明

を省略する。

[01 14] 図 1 3 に示 されるように、本実施形態では、窪み部 5 4 および第 1 、第 2

溝部 5 5 a 、 5 5 b は絶縁膜 5 2 のみに形成 されている。 このような容量式

物理量センサ と しても、第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 、 5 5 a 、 5 5 b が



それぞれ形成 されているため、上記第 2 実施形態 と同様の効果 を得 ることが

で きる。

[01 15] (第 7 実施形態）

本開示の第 7 実施形態 について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態 に

対 して窪み部 1 7 、 5 4 および第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b 、 5 5 a 、 5

5 b の形状 を変更 したものであ り、その他 に関 しては第 1 実施形態 と同様で

あるため、 ここでは説明を省略する。

[01 16] 図 1 2 に示 されるように、本実施形態では、窪み部 1 7 および第 1 、第 2

溝部 1 8 a 、 1 8 b は、絶縁膜 1 2 のみに形成 されている。 また、窪み部 5

4 および第 1 、第 2 溝部 5 5 a 、 5 5 b は絶縁膜 5 2 のみに形成 されている

[01 17] このような容量式物理量センサ と しても、第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b

5 5 a 5 5 b がそれぞれ形成 されているため、上記第 2 実施形態 と同様

の効果 を得 ることがで きる。

[01 18] (第 8 実施形態）

本開示の第 8 実施形態 について図面 を参照 しつつ説明する。図 1 5 および

図 1 6 に示 されるように、本実施形態の加速度センサは、一面 1 1 O a およ

び他面 1 1 O b を有する支持基板 1 1 0 と、支持基板 1 1 0 に形成 された熱

酸化膜 1 2 0 と、熱酸化膜 1 2 0 を挟んで支持基板 1 1 0 と反対側 に配置 さ

れた半導体層 1 3 0 とを有する S O I 基板 1 0 1 を用いて構成 されている。

[01 19] なお、支持基板 1 1 0 および半導体層 1 3 0 はシ リコン基板で構成 されて

いる。 また、本実施形態では、支持基板 1 1 0 が S O I 基板 の第 1 基板 に相

当 し、半導体層 1 3 0 が S O I 基板 の第 2 基板 に相 当 している。

[01 20] S O I 基板 1 0 1 には、周知のマイクロマ シ ン加工が施 されてセ ンシ ン グ

部 1 3 1 が形成 されている。具体的には、半導体層 1 3 0 には、溝部 1 3 2

が形成 されることによって櫛歯形状の梁構造体 を有する可動部 1 4 0 および

第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 が形成 されてお り、 この梁構造体 によって

加速度 に応 じたセ ンサ 信号 を出力するセ ンシ ン グ部 1 3 1 が形成 されている



[01 2 1 ] また、支持基板 1 1 0 の うちの梁構造体の形成領域 に対応 した部分 には、

窪み部 1 1 1 が形成 されている。そ して、熱酸化膜 1 2 0 は、窪み部 1 1 1

の壁面 を含む支持基板 1 1 0 の全面 に形成 されている。つまり、熱酸化膜 1

2 0 は、支持基板 1 1 0 の他面 1 1 0 b や側面 にも形成 されている。

[01 22] 熱酸化膜 1 2 0 は、図 1 7 に示 されるように、支持基板 1 1 0 の一面 1 1

0 a の うちの窪み部 1 1 1 の開口部 における周辺部分 を境界領域 1 1 2 a と

し、 当該境界領域 1 1 2 a を取 り囲む領域 を周辺領域 1 1 2 b と した とき、

境界領域 1 1 2 a に形成 されている部分の厚 さが周辺領域 1 1 2 b に形成 さ

れている部分の厚 さ以下 とされている。本実施形態では、熱酸化膜 1 2 0 は

、境界領域 1 1 2 a に形成 されている部分の厚 さが周辺領域 1 1 2 b に形成

されている部分の厚 さよ り薄 くされている。なお、境界領域 1 1 2 a は、周

辺領域 1 1 2 b よ り面積が小 さ くされている。

[01 23] そ して、半導体層 1 3 0 は、熱酸化膜 1 2 0 の うちの周辺領域 1 1 2 b に

形成 された部分 と接合 されている。 これによ り、熱酸化膜 1 2 0 の うちの支

持基板 1 1 0 の一面 1 1 0 a に沿 って形成 された部分 と窪み部 1 1 1 の壁面

に沿 って形成 された部分 とを連結する境界部 1 2 0 a と、半導体層 1 3 0 と

の間に緩和空間 1 7 0 が構成 されている。つまり、熱酸化膜 1 2 0 の うちの

境界領域 1 1 2 a に形成 された部分 と半導体層 1 3 0 との間には、緩和空間

1 7 0 が構成 されている。

[01 24] 図 1 5 および図 1 6 に示 されるように、半導体層 1 3 0 に形成 された可動

部 1 4 0 は、窪み部 1 1 1 上 を横断するように配置 されてお り、矩形状の錘

部 1 4 1 における長手方向の両端が梁部 1 4 2 を介 してアンカ一部 1 4 3 a

、 1 4 3 b に一体 に連結 した構成 とされている。 アンカ一部 1 4 3 a 、 1 4

3 b は、窪み部 1 1 1 の開口縁部で熱酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0

に支持 されている。 これによ り、錘部 1 4 1 および梁部 1 4 2 は、窪み部 1

1 1 の壁面 に形成 された熱酸化膜 1 2 0 で囲まれる空間 1 1 3 (以下では、

単 に空間 1 1 3 という）に臨んだ状態 とな っている。



[01 25] ここで、図 1 5 および図 1 6 中の x 軸方向、 y 軸方向、 z 軸方向の各方向

について説明する。図 1 5 および図 1 6 中では、 X 軸方向は錘部 1 4 1 の長

手方向である。 y 軸方向は S O I 基板 1 0 1 の面内において X 軸 と直交する

方向である。 z 軸方向は、 S O I 基板 1 0 1 の平面方向 と直交する方向であ

る。

[01 26] 梁部 1 4 2 は、平行な 2 本の梁がその両端で連結 された矩形枠状 とされて

お り、 2 本の梁の長手方向 と直交する方向に変位するバネ機能 を有 している

。具体的には、梁部 1 4 2 は、 X 軸方向の成分 を含む加速度 を受けた とき、

錘部 1 4 1 を X 軸方向へ変位 させ ると共 に、加速度の消失に応 じて元の状態

に復元 させ るようにな つている。 したが って、 このような梁部 1 4 2 を介 し

て支持基板 1 1 0 に連結 された錘部 1 4 1 は、加速度の印加 に応 じて、窪み

部 1 1 1 上 にて梁部 1 4 2 の変位方向 （X 軸方向）へ変位可能 とな っている

[01 27] また、可動部 1 4 0 は、錘部 1 4 1 の長手方向 と直交 した方向 （y 軸方向

) に、錘部 1 4 1 の両側面か ら互いに反対方向へ一体的に突出形成 された複

数個の可動電極 1 4 4 を備 えている。図 1 5 では、可動電極 1 4 4 は、錘部

4 1 の左側 および右側 に各 々 4 個 ずつ突出 して形成 されてお り、空間 1 1

3 に臨んだ状態 とな っている。 また、各可動電極 1 4 4 は、錘部 1 4 1 およ

び梁部 1 4 2 と一体的に形成 されてお り、梁部 1 4 2 が変位することによつ

て錘部 1 4 1 と共 に X 軸方向に変位可能 とな っている。

[01 28] 第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 は、 同 じ形状 とされてお り、窪み部 1 1

1 の開口縁部の うち、 アンカ一部 1 4 3 a 、 1 4 3 b が支持 されている部分

以外にて、熱酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0 に支持 されている。すな

わち、第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 は、可動部 1 4 0 を挟むように配置

されている。図 1 5 では、第 1 固定部 1 5 0 が可動部 1 4 0 に対 して紙面左

側 に配置 され、第 2 固定部 1 6 0 が可動部 1 4 0 に対 して紙面右側 に配置 さ

れている。そ して、第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 は互 いに電気的に独立

している。



[01 29] また、第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 は、可動電極 1 4 4 の側面 と所定

の検 出間隔を有するように平行 した状態で対向配置 された複数個の第 1 、第

2 固定電極 1 5 1 、 1 6 1 と、熱酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0 に支

持 された第 1 、第 2 支持部 1 5 2 、 1 6 2 とを有 している。

[01 30] 第 1 、第 2 固定電極 1 5 1 、 1 6 1 は、 図 1 5 では 4 個 ずつ形成 されてお

り、可動電極 1 4 4 における櫛歯の隙間にかみ合 うように櫛歯状 に配列され

ている。そ して、各支持部 1 5 2 、 6 に片持ち状 に支持 されることによ り、

空間 1 1 3 に臨んだ状態 とな っている。

[01 3 1 ] 第 1 支持部 1 5 2 は、第 1 固定電極 1 5 1 が備 え られる第 1 連結部 1 5 2

a と、第 1 連結部 1 5 2 a を外部回路 と電気的にするための第 1 接続部 1 5

2 b とを有 している。 同様 に、第 2 支持部 1 6 2 は、第 2 固定電極 1 6 1 が

備 え られる第 2 連結部 1 6 2 a と、第 2 連結部 1 6 2 a を外部回路 と電気的

にするための第 2 接続部 1 6 2 b とを有 している。

[01 32] 第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a は、本実施形態では、長辺が錘部 1

4 1 の長手方向 （X 軸方向） と平行 となる平面矩形状 とされてお り、それぞ

れ可動部 1 4 0 側 の端部 に第 1 、第 2 固定電極 1 5 1 、 1 6 1 を備 えている

。そ して、第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a の うちの可動部 1 4 0 側 の

端部 は、それぞれ空間 1 1 3 に突出 している。

[01 33] 第 1 、第 2 接続部 1 5 2 b 、 1 6 2 b は、 それぞれ第 1 、第 2 連結部 1 5

2 a 、 1 6 2 a と接続 され、所定箇所がボ ンデ ィングワイヤ （図示せず）等

を介 して外部回路 と電気的に接続 されるようにな っている。なお、可動部 1

4 0 は、 アンカ一部 1 4 3 b がボ ンデ ィングワイヤ （図示せず）等 を介 して

外部回路 と電気的に接続 される。

[01 34] 以上が本実施形態 における加速度センサの構成である。 このような加速度

センサでは、可動電極 1 4 4 と第 1 固定電極 1 5 1 との間に形成 される第 1

容量 と、可動電極 1 4 4 と第 2 固定電極 1 6 1 との間に形成 される第 2 容量

との容量差 に基づいて加速度が検 出される。

[01 35] 次 に、上記加速度センサの製造方法 について図 1 8 ( a ) 〜図 1 8 ( e )



を参照 しつつ説明する。

[01 36] まず、図 1 8 ( a ) に示 されるように、一面 1 1 0 a および他面 1 1 O b

を有する支持基板 1 1 0 を用意する。そ して、支持基板 1 1 0 の一面 1 1 0

a に図示 しない レジス 卜等 を形成 し、 当該 レジス 卜をマスクと して ドライエ

ツチング等で窪み部 1 1 1 を形成する。

[01 37] 次 に、図 1 8 ( b ) に示 されるように、支持基板 1 1 0 を熱酸化すること

によ り、支持基板 1 1 0 の全面 に熱酸化膜 1 2 0 を形成する。 この とき、図

1 9 に示 されるように、支持基板 1 1 0 の うちの境界領域 1 1 2 a では、応

力が集 中するため、周辺領域 1 1 2 b よ り厚 い熱酸化膜 1 2 0 が形成 される

。言い換 えると、境界領域 1 1 2 a では、熱酸化膜 1 2 0 が盛 り上が って形

成 される。すなわち、支持基板 1 1 0 における境界領域 1 1 2 a とは、熱酸

化膜 1 2 0 が盛 り上が って形成 される部分 ともいえる。

[01 38] 続 いて、図 1 8 ( c ) に示 されるように、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領

域 1 1 2 a に形成 された部分が露出するように、支持基板 1 1 0 の一面 1 1

0 a 側 に レジス 卜1 8 0 を形成する。そ して、 当該 レジス 卜1 8 0 をマスク

と し、 ドライエ ッチングや ウエッ トエ ッチング等 を行 うことによ り、熱酸化

膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 された部分 を周辺領域 1 1 2 b に

形成 された部分 よ り薄膜化する熱酸化膜調整工程 を行 う。なお、 この工程で

は、支持基板 1 1 0 が熱酸化膜 1 2 0 か ら露出 しないように、熱酸化膜 1 2

0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 された部分 を周辺領域 1 1 2 b に形成 さ

れた部分 よ り薄 くする。

[01 39] その後、図 1 8 ( d ) に示 されるように、支持基板 1 1 0 の一面 1 1 0 a

側 に形成 された熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3 0 とを接合 して S O I 基板 1

0 1 を形成する。具体的には、熱酸化膜 1 2 0 は、境界領域 1 1 2 a に形成

された部分が周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分 よ り薄 くされているため、

熱酸化膜 1 2 0 の うちの周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分 と半導体層 1 3

0 とを接合する。 これによ り、周辺領域 1 1 2 b は境界領域 1 1 2 a よ り面

積が広 くされているため、熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3 0 との接合性 を向



上できる。

[0140] 熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3 0 との接合は、特 に限定されるものではな

いが、例えば、次のように行 うことができる。すなわち、 まず、熱酸化膜 1

2 0 の表面 （接合面）および半導体層 1 3 0 の表面 （接合面）に N 2 プラズマ

、 〇 2 プラズマ、 または A r イオンビ一厶を照射 し、熱酸化膜 1 2 0 および半

導体層 1 3 0 の各表面 （接合面）を活性化させる。次に、適宜形成 されたァ

ライメン 卜マークを用いて赤外顕微鏡等によリアライメン 卜を行い、室温〜

1 5 5 0 °C の低温で熱酸化膜 1 2 0 および半導体層 1 3 0 をいわゆる直接接

合 により接合する。

[0141 ] なお、 ここでは直接接合 を例 に挙 げて説明 したが、熱酸化膜 1 2 0 と半導

体層 1 3 0 とは、陽極接合や中間層接合等の接合技術 によって接合 されても

よい。 また、接合後 に、高温ァニ一ル等の接合品質を向上させる処理 を行 つ

てもよい。 さらに、接合後 に、半導体層 1 3 0 を研削研磨 によって所望の厚

さに加工 してもよい。

[0142] その後、図 1 8 ( e ) に示されるように、半導体層 1 3 0 上 に図示 しない

レジス 卜を形成 し、当該 レジス 卜をマスクと して ドライエ ッチング等を行 つ

て溝部 1 3 2 を形成する。 これにより、半導体層 1 3 0 に上記可動部 1 4 0

および第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 を有するセンシング部 1 3 1 が形成

されて上記加速度センサが製造される。なお、 この工程では、熱酸化膜 1 2

0 をエ ッチングス トッパ とすることにより、窪み部 1 1 1 の底部が荒れるこ

とを抑制できる。

[0143] 以上説明 したように、本実施形態では、支持基板 1 1 0 を熱酸化 して熱酸

化膜 1 2 0 を形成 した後、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成

された部分を周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分より薄 くしている。そ して

、熱酸化膜 1 2 0 の うちの周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分 と半導体層 1

3 0 とを接合することにより、 S 〇 I 基板 1 0 1 を構成 している。 このため

、従来の S O I 基板 と比較 して、熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3 0 との接合

性 を向上できる。



[0144] また、熱酸化膜 1 2 0 のうちの支持基板 1 1 0 の一面 1 1 0 a に沿って形

成された部分と窪み部 1 1 1 の壁面に沿って形成された部分とを連結する境

界部 1 2 0 a と、半導体層 1 3 0 との間に緩和空間 1 7 0 が構成されている

。このため、使用環境が高温に変化 して熱酸化膜 1 2 0 が膨張する場合、熱

酸化膜 1 2 0 が緩和空間 1 7 0 に膨張でき、熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3

0 との間に熱応力が発生することを抑制できる。

[0145] (第 9 実施形態）

本開示の第 9 実施形態について説明する。本実施形態は、第 8 実施形態に

対 して熱酸化膜 1 2 0 のうちの境界領域 1 1 2 a に形成された部分の膜厚と

周辺領域 1 1 2 b に形成された部分の膜厚とを等 しくするものであり、その

他に関 しては第 8 実施形態と同様であるため、ここでは説明を省略する。

[0146] 本実施形態では、まず、図 2 0 ( a ) に示されるように、図 1 8 ( a ) と

同様の工程を行い、支持基板 1 1 0 に窪み部 1 1 1 を形成する。

[0147] 次に、図 2 0 ( b ) に示されるように、支持基板 1 1 0 における窪み部 1

1 の開口部を丸めるために、支持基板 1 1 0 を熱酸化 して丸め用絶縁膜 1

9 0 を形成する。なお、この工程は、窪み部 1 1 1 の開口部を丸めることを

主目的とするものであるため、上記図 1 7 ( b ) の工程で行う熱酸化より加

熱温度が低 くてもよいし、加熱時間が短 くてもよい。また、この工程におい

ても、支持基板 1 1 0 のうちの境界領域 1 1 2 a では、応力が集中するため

、周辺領域 1 1 2 b より厚い丸め用絶縁膜 1 9 0 が形成される。

[0148] そ して、図 2 0 ( c ) に示されるように、図 2 0 ( b ) の工程で形成 した

丸め用絶縁膜 1 9 0 をゥエツ卜エッチング等で除去する。

[0149] 続いて、図 2 0 ( d ) に示されるように、上記図 1 8 ( b ) と同様の工程

を行い、支持基板 1 1 0 を熱酸化 して支持基板 1 1 0 の全面に熱酸化膜 1 2

0 を形成する。このとき、図 2 0 ( b ) の工程において、窪み部 1 1 1 の開

口部が丸められているため、熱酸化 した際に境界領域 1 1 2 a (窪み部 1 1

1 の開口部）に応力が集中することを抑制できる。このため、支持基板 1 1

0 には、一面 1 1 0 a 上に膜厚がほぼ等 しい熱酸化膜 1 2 0 が形成される。



つまり、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 された部分の膜厚

と周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分の膜厚 とがほぼ等 しくなる。

[ 0 150] なお、図 2 0 ( d ) の工程 は、窪み部 1 1 1 の開口部が丸め られている状

態で行 っている。 このため、熱酸化膜 1 2 0 の うちの支持基板 1 1 0 の一面

1 1 0 a に沿 って形成 された部分 と窪み部 1 1 1 の壁面 に沿 って形成 された

部分 とを連結する境界部 1 2 0 a は、丸め られた窪み部 1 1 1 の開口部 に沿

つて形成 される （図 2 1 参照）。つまり、熱酸化膜 1 2 0 の うちの支持基板

1 1 0 の一面 1 1 0 a に沿 って形成 された部分 と窪み部 1 1 1 の壁面 に沿 つ

て形成 された部分 とを連結する境界部 1 2 0 a は、支持基板 1 1 0 側 と反対

側の面が丸め られた状態 とな っている。

[ 0 15 1 ] 次 に、図 2 0 ( e ) に示 されるように、図 1 8 ( d ) と同様の工程 を行い

、熱酸化膜 1 2 0 と半導体層 1 3 0 とを接合する。本実施形態では、図 2 0

( d ) の工程 において、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 さ

れた部分の膜厚 と周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分の膜厚 とがほぼ等 しく

なる。 このため、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 された部

分および周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分が半導体層 1 3 0 と接合 される

[ 0 152] その後、図 2 0 ( f ) に示 されるように、上記図 1 8 ( e ) と同様の工程

を行 うことによ り、上記加速度センサが製造 される。

[ 0 153] なお、本実施形態 においても、図 2 1 に示 されるように、熱酸化膜 1 2 0

の うちの支持基板 1 1 0 の一面 1 1 0 a に沿 って形成 された部分 と窪み部 1

1 1 の壁面 に沿 って形成 された部分 とを連結する境界部 1 2 0 a と、半導体

層 1 3 0 との間に緩和空間 1 7 0 が構成 される。

[ 0 154] 以上説明 したように、本実施形態では、熱酸化膜 1 2 0 の うちの境界領域

1 1 2 a に形成 された部分および周辺領域 1 1 2 b に形成 された部分が半導

体層 1 3 0 と接合 されるため、 さ らに接合性 を向上 しつつ、上記第 8 実施形

態 と同様の効果 を得 ることがで きる。

[ 0 155] (第 1 0 実施形態）



本開示の第 1 0 実施形態 について説明する。上記各実施形態の加速度セン

サでは、可動電極 1 4 4 と第 1 固定電極 1 5 1 との間に形成 される第 1 容量

と、可動電極 1 4 4 と第 2 固定電極 1 6 1 との間に形成 される第 2 容量 との

容量差 に基づいて加速度が検 出される。 しか しなが ら、実際には、第 1 容量

には、第 1 固定部 1 5 0 (第 1 支持部 1 5 2 ) と支持基板 1 1 0 との間の寄

生容量が含 まれ、第 2 容量 には、第 2 固定部 1 6 0 (第 2 支持部 1 6 2 ) と

支持基板 1 1 0 との間の寄生容量が含 まれる。 この場合、第 1 容量 に含 まれ

る寄生容量 と第 2 容量 に含 まれる寄生容量 とが等 しい場合 には、第 1 容量 と

第 2 容量 との容量差 を演算する際に寄生容量がキャンセル されるため、検 出

精度 に特 に影響 はない。 ところが、センシング部 1 3 1 を形成する際のァラ

ィメン 卜ずれ等 によ り、第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a の うちの可動

部 1 4 0 側 の端部が空間 1 1 3 に突出する長 さが異なる場合がある。すると

、第 1 固定部 1 5 0 (第 1 支持部 1 5 2 ) と支持基板 1 1 0 との間の寄生容

量 と、第 2 固定部 1 6 0 (第 2 支持部 1 6 2 ) と支持基板 1 1 0 との間の寄

生容量が異な り、検 出精度が低下 して しまう。

[01 56] したが って、本実施形態は、検 出精度が低下することを抑制で きるように

したものであ り、その他 に関 しては第 8 実施形態 と同様であるため、 ここで

は説明を省略する。

[01 57] 本実施形態では、図 2 2 および図 2 3 に示 されるように、熱酸化膜 1 2 0

には、第 1 連結部 1 5 2 a の うちの可動部 1 4 0 側 と反対側の端部 と対向す

る部分 に第 1 溝部 1 2 1 a が形成 されている。 また、熱酸化膜 1 2 0 には、

第 2 連結部 1 6 2 a の うちの可動部 1 4 0 側 と反対側の端部 と対向する部分

に第 2 溝部 1 2 1 b が形成 されている。具体的には、 これ ら第 1 、第 2 溝部

1 1 a 1 2 1 b は、第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a の うちの熱酸

化膜 1 2 0 との接合部分 における空間 1 1 3 側 の境界 （以下では、単 に第 1

、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a の空間 1 1 3 側 の境界 という）に沿 った方

向 （X 軸方向）に延設 されている。

[01 58] そ して、第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a は、 それぞれ可動部 1 4 0



側 と反対側の端部が第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 2 1 b 上 に突出 している。

詳述すると、第 1 連結部 1 5 2 a は、第 1 連結部 1 5 2 a (第 1 支持部 1 5

2 ) と第 1 溝部 1 2 1 a における開口部 との境界の方向 と長 さが、第 1 連結

部 1 5 2 a (第 1 支持部 1 5 2 ) の空間 1 1 3 側 の境界の方向 と長 さが等 し

くなるように、第 1 溝部 1 2 1 a 上 に突出 している。 同様 に、第 2 連結部 1

6 2 a は、第 2 連結部 1 6 2 a (第 2 支持部 1 6 2 ) と第 2 溝部 1 2 1 b に

おける開口部 との境界の方向 と長 さが、第 2 連結部 1 6 2 a (第 2 支持部 1

6 2 ) の空間 1 1 3 側 の境界の方向 と長 さが等 しくなるように、第 2 溝部 1

1 b 上 に突出 している。

[01 59] そ して、第 1 、第 2 連結部 1 5 2 a 、 1 6 2 a および第 1 、第 2 接続部 1

5 2 b 、 1 6 2 b か らなる第 1 、第 2 支持部 1 5 2 、 1 6 2 は、熱酸化膜 1

2 0 を介 して支持基板 1 1 0 と接合 されている部分の面積 （対向する部分の

面積）が互いに等 しくされている。すなわち、第 1 支持部 1 5 2 (第 1 固定

部 1 5 0 ) と支持基板 1 1 0 との間に形成 される寄生容量 と、第 2 支持部 1

6 2 (第 2 固定部 1 6 0 ) と支持基板 1 1 0 との間に形成 される寄生容量 と

が等 しくされている。

[01 60] なお、 ここでの境界の方向 と長 さが等 しい、 および面積が等 しいとは、完

全 に一致する場合 に加 えて、製造誤差等 によって生 じる若干の誤差 を含むも

のである。

[01 6 1 ] このような加速度センサは、上記図 1 8 ( b ) の工程 において、熱酸化膜

1 2 0 に第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 1 b を形成 し、図 1 8 ( e ) の工程

において、上記センシング部 1 3 1 を形成することによって製造 される。

[01 62] そ して、図 1 8 ( e ) の工程では、マスク （レジス 卜）をパターニングす

る際に数 m程度の位置ずれが発生 し、例 えば、可動部 1 4 0 および第 1 、

第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 が全体的に第 1 固定部 1 5 0 側 （y 軸方向）に位

置ずれすることがある。 この場合、図 2 4 ( a ) に示 されるように、第 1 連

結部 1 5 2 a の うちの空間 1 1 3 に突出する部分の長 さ L 3 が短 くな り、第 1

溝部 1 2 1 a に突出する部分の長 さ L 4 が長 くなる。



[01 63] しか しなが ら、第 1 連結部 1 5 2 a の うちの空間 1 1 3 および第 1 溝部 1

1 a に突出する部分の長 さの和は、位置ずれが発生 しなか った場合 （図 2

4 ( b ) ) と位置ずれが発生 した場合 （図 2 4 ( a ) ) とで等 しい。つまり

、第 1 連結部 1 5 2 a の うちの熱酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0 と接

合 されている部分の面積 （支持基板 1 1 0 と対向する部分の面積）は変化せ

ず、第 1 連結部 1 5 2 a と支持基板 1 1 0 との間に形成 される寄生容量は変

ィ匕しない。

[01 64] 同様 に、特 に図示 しないが、位置ずれが発生 した と しても、第 2 連結部 1

6 2 a の うちの空間 1 1 3 および第 2 溝部 1 2 1 b に突出する部分の長 さの

和は変化せず、第 2 連結部 1 6 2 a と支持基板 1 1 0 との間に形成 される寄

生容量は変化 しない。

[01 65] すなわち、第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 2 1 b の y 軸方向の長 さ （幅）を

製造上起 こり得 る位置ずれ量 よ り予め大 きく設 けてお くことによ り、上記の

ように位置ずれが発生 した と しても、寄生容量が変化することを抑制で きる

。 このため、上記のように加速度センサを製造することによ り、位置ずれが

発生 した と しても、寄生容量が変化 しない加速度センサ とすることがで きる

[01 66] 以上説明 したように、本実施形態では、第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 2 1

b が形成 されてお り、第 1 、第 2 支持部 1 5 2 、 1 6 2 は、 それぞれ一部が

空間 1 1 3 および第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 2 1 b 上 に突出 している。そ

して、熱酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0 と接合 されている部分の面積

(対向する部分の面積）が互いに等 しくされている。 このため、第 1 、第 2

支持部 1 5 2 、 1 6 2 (第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 ) と支持基板 1 1

0 との間に形成 される寄生容量が等 しくな り、検 出精度が低下することを抑

制で きる。

[01 67] また、 このような加速度センサを製造する際には、第 1 溝部 1 2 1 a を形

成 し、第 1 連結部 1 5 2 a の うちの可動部 1 4 0 側 の端部が空間 1 1 3 上 に

突出すると共 に、可動部 1 4 0 側 と反対側の端部が第 1 溝部 1 2 1 a 上 に突



出するように第 1 固定部 1 5 0 を形成 している。そ して、第 2 溝部 1 2 1 b

を形成 し、第 2 連結部 1 6 2 a の うちの可動部 1 4 0 側 の端部が空間 1 1 3

上 に突出すると共 に、可動部 1 4 0 側 と反対側の端部が第 2 溝部 1 2 1 b 上

に突出するように第 2 固定部 1 6 0 を形成 している。

[01 68] このため、可動部 1 4 0 および第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 を形成す

る際、可動部 1 4 0 および第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 が全体的に y 軸

方向に位置ずれ した と しても、第 1 、第 2 支持部 1 5 2 、 1 6 2 の うちの熱

酸化膜 1 2 0 を介 して支持基板 1 1 0 と接合 されている部分の面積 （支持基

板 1 1 0 と対向する部分の面積）は変化 しない。すなわち、第 1 、第 2 支持

部 1 5 2 、 1 6 2 (第 1 、第 2 固定部 1 5 0 、 1 6 0 ) と支持基板 1 1 0 と

の間に形成 される寄生容量は変化 しない。 したが って、位置ずれが発生 した

と しても、寄生容量が変化せず、検 出精度が低下することを抑制 した加速度

センサを製造で きる。

[01 69] なお、上記では、 y 軸方向の位置ずれを例 に挙 げて説明 したが、製造上発

生 し得 る X 軸方向および z 軸周 りの回転方向の位置ずれが発生 した と しても

、本実施形態 によれば、寄生容量が変化せず、検 出精度が低下することを抑

制 した加速度センサを製造で きる。

[01 70] (他 の実施形態）

本開示は上記 した実施形態 に限定されるものではな く、特許請求の範囲に

記載 した範囲内において適宜変更が可能である。

[01 7 1 ] すなわち、上記第 1 〜第 7 実施形態では、容量式物理量センサ と して、加

速度 を検 出するセ ンシ ング部 1 5 が形成 された加速度センサを例 に挙 げて説

明 したが、第 1 〜第 7 実施形態の開示は、容量差 を用いて物理量 を検 出する

ものに適用することがで きる。例 えば、容量差 に基づいて角速度 を検 出する

角速度センサや圧力を検 出する圧力センサに適用することがで きる。

[01 72] また、上記第 2 、第 5 〜第 7 実施形態 に上記第 3 実施形態 を組み合わせ る

こともで きる。すなわち、 キャップ部 5 0 を備 える容量式物理量センサにお

いて、支持基板 1 1 および絶縁膜 1 2 に第 1 、第 2 凹部 1 9 a 、 1 9 b を形



成 してもよい。 この場合、特 に図示 しないが、第 1 、第 2 凹部 1 9 a 、 1 9

b と対応する第 1 、第 2 凹部 を半導体基板 5 1 および絶縁膜 5 2 に形成 して

もよい。そ して、上記第 2 、第 5 〜第 7 実施形態 に上記第 4 実施形態 を組み

合わせ ることもで きる。すなわち、 キャップ部 5 0 を備 える容量式物理量セ

ンサにおいて、第 1 、第 2 連結部 3 2 a 、 4 2 a に第 1 、第 2 孔部 7 1 、 7

2 を形成 してもよい。 さ らに、上記第 2 〜第 4 実施形態 を適宜組み合わせて

もよい。

[01 73] また、上記第 2 、第 5 〜第 7 実施形態 において、窪み部 1 7 が絶縁膜 1 2

のみに形成 され、第 1 、第 2 溝部 1 8 a 、 1 8 b が形成 されていな くてもよ

し、。 この場合、 S 〇 I 基板 1 4 が容量式物理量センサの第 1 基板 に相 当 し、

キャップ部 5 0 が容量式物理量センサの第 2 基板 に相 当する。

[01 74] 上記第 8 実施形態では、図 1 8 ( c ) の工程 において、支持基板 1 1 0 の

—面 1 1 0 a 側 か ら研削 または研磨することによ り、支持基板 1 1 0 の一面

1 1 0 a に形成 された熱酸化膜 1 2 0 を平坦化 してもよい。つまり、熱酸化

膜 1 2 0 の うちの境界領域 1 1 2 a に形成 されている部分の厚 さを周辺領域

1 1 2 b に形成 されている部分の厚 さと等 しくしてもよい。

[01 75] また、上記第 8 、第 9 実施形態では、物理量センサ と して、加速度 を検 出

する加速度センサを例 に挙 げて説明 したが、例 えば、角速度 を検 出する角速

度センサや圧力を検 出する圧力センサに適用することがで きる。 また、上記

第 1 0 実施形態では、物理量センサ と して、容量差 を用いて物理量 を検 出す

る角速度センサや圧力センサ等 に適用することがで きる。

[01 76] さ らに、上記第 9 実施形態 に上記第 1 0 実施形態 を組み合わせ、熱酸化膜

1 2 0 に第 1 、第 2 溝部 1 2 1 a 、 1 2 1 b を形成するように してもよい。



請求の範囲

[ 請求項 1] 所定方向に変位可能 とされた複数の可動電極 （2 4 ) を有 する可動

部 ( 2 0 ) と、前記可動電極 と対向する第 1 固定電極 （3 1 ) が備 え

られる第 1 支持部 （3 2 ) を有 する第 1 固定部 （3 0 ) と、前記可動

電極 と対向する第 2 固定電極 （4 1 ) が備 え られる第 2 支持部 （4 2

) を有 し、前記第 2 支持部が前記可動部 を挟んで前記前記第 1 支持部

と反対側 に配置 された第 2 固定部 （4 0 ) と、 を備 える第 1 基板 （1

3 、 1 4 ) と、

絶縁膜 （1 2 、 5 2 ) を介 して前記第 1 基板 と接合 される第 2 基板

( 1 1 、 5 1 ) と、 を備 え、

前記絶縁膜 および前記第 2 基板の うち少な くとも前記絶縁膜 におけ

る前記可動電極 および前記第 1 、第 2 固定電極 と対向する部分は窪み

部 （1 7 、 5 4 ) を有 し、

前記第 1 支持部が前記絶縁膜 を介 して前記第 2 基板 と接合 されてい

る面積 と、前記第 2 支持部が前記絶縁膜 を介 して前記第 2 基板 と接合

されている面積 とが等 しくされ、

前記可動電極 と前記第 1 固定電極 との間の容量 と、前記可動電極 と

前記第 2 固定電極 との間の容量 との差 に基づいて物理量 を検 出する容

量式物理量センサにおいて、

前記第 2 基板 は、前記第 1 支持部 における前記可動部側 と反対側の

端部 と対向する部分 に第 1 溝部 （1 8 a 、 5 5 a ) を有 し、前記第 2

支持部 における前記可動部側 と反対側の端部 と対向する部分 に第 2 溝

咅 ( 1 8 b 、 5 5 b ) を有 し、

前記第 1 支持部 は、前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上 に突

出すると共 に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 1 溝部上 に

突出 し、

前記第 2 支持部 は、前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上 に突

出すると共 に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 2 溝部上 に



突出 している容量式物理量センサ。

前記第 1 溝部 における開口部 と前記第 1 支持部 とが接する境界線の

方向および長 さが、前記窪み部 における開口部 と前記第 1 支持部 とが

接する境界線の方向および長 さと等 しくされ、

前記第 2 溝部 における開口部 と前記第 2 支持部 とが接する境界線の

方向および長 さが、前記窪み部 における開口部 と前記第 2 支持部 とが

接する境界線の方向および長 さと等 しくされている請求項 1 に記載の

容量式物理量センサ。

前記第 2 基板 は、前記第 1 支持部 と対向する部分 に少な くとも 1 つ

の第 1 凹部 （1 9 a ) を有 し、前記第 2 支持部 と対向する部分 に少な

くとも 1 つの第 2 凹部 （1 9 b ) を有 する請求項 1 または 2 に記載の

容量式物理量センサ。

前記第 1 支持部 は、前記窪み部上 に位置する部分か ら前記第 1 溝部

上 に位置する部分 に渡 って除去 された少な くとも 1 つの第 1 孔部 （7

) を有 し、

前記第 2 支持部 は、前記窪み部上 に位置する部分か ら前記第 2 溝部

上 に位置する部分 に渡 って除去 された少な くとも 1 つの第 2 孔部 （7

2 ) を有 する請求項 1 ない し3 のいずれか 1 つに記載の容量式物理量

センサ。

請求項 1 ない し4 のいずれか 1 つに記載の容量式物理量センサの製

造方法は、

前記第 1 基板 （1 3 ) と して半導体層 を用意 し、前記第 2 基板 （1

1 ) と して支持基板 を用意する工程 と、

前記第 2 基板 に前記窪み部 を形成する工程 と、

前記第 2 基板 に前記第 1 、第 2 溝部 を形成する工程 と、

前記第 2 基板の表面 に前記絶縁膜 （1 ) を介 して前記第 1 基板 を

接合することによ り、 S O I 基板 を形成する工程 と、

前記第 1 基板 に前記可動部 および前記第 1 、第 2 固定部 を形成する



工程 と、 を含み、

前記可動部 および前記第 1 、第 2 固定部 を形成する工程では、前記

第 1 支持部 における前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上 に突出

すると共 に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 1 溝部上 に突

出するように第 1 固定部 を形成 し、かつ、前記第 2 支持部 における前

記可動部側の端部の一部が前記窪み部上 に突出すると共 に前記可動部

側 と反対側の端部の一部が前記第 2 溝部上 に突出するように前記第 2

固定部 を形成することによ り、前記第 1 支持部の うち前記絶縁膜 を介

して前記第 2 基板 と接合 されている部分の面積 と、前記第 2 支持部の

うち前記絶縁膜 を介 して前記第 2 基板 と接合 されている部分の面積 と

を等 しくする容量式物理量センサの製造方法。

[ 請求項6] 請求項 1 ない し4 のいずれか 1 つに記載の容量式物理量センサの製

造方法は、

前記第 1 基板 （1 4 ) と して支持基板 （1 1 ) 上 に絶縁膜 （1 2 )

を介 して半導体層 （1 3 ) が形成 された S O I 基板 を用意 し、前記第

2 基板 （5 1 ) と して半導体基板 を用意する工程 と、

前記第 1 基板 に前記可動部 および前記第 1 、第 2 固定部 を形成する

工程 と、

前記第 2 基板 に前記絶縁膜 を形成する工程 と、

前記第 2 基板 および前記絶縁膜の うち少な くとも前記絶縁膜 に前記

窪み部 を形成する工程 と、

前記第 2 基板 に前記第 1 、第 2 溝部 を形成する工程 と、

前記第 1 基板 に前記絶縁膜 （5 2 ) を介 して前記第 2 基板 を接合す

る工程 と、 を含み、

前記接合する工程では、前記第 1 支持部 における前記可動部側の端

部の一部が前記窪み部上 に突出すると共 に前記可動部側 と反対側の端

部の一部が前記第 1 溝部上 に突出 し、かつ、前記第 2 支持部 における

前記可動部側の端部の一部が前記窪み部上 に突出すると共 に前記可動



部側 と反対側の端部の一部が前記第 2 溝部上 に突出するように前記第

1 、第 2 基板 を接合することによ り、前記第 1 支持部の うち前記絶縁

膜 を介 して前記第 2 基板 と接合 されている部分の面積 と、前記第 2 支

持部の うち前記絶縁膜 を介 して前記第 2 基板 と接合 されている部分の

面積 とを等 しくする容量式物理量センサの製造方法。

[ 請求項7] —面 （1 1 0 a ) を有 するシ リコ ン基板で構成 される第 1 基板 （1

0 ) を用意する工程 と、

前記第 1 基板の一面 に窪み部 （1 1 1 ) を形成する工程 と、

前記第 1 基板 を熱酸化 して熱酸化膜 （1 2 0 、 1 9 0 ) を形成する

工程 と、

前記第 1 基板の一面側 に前記熱酸化膜 を介 して第 2 基板 （1 3 0 )

を接合する工程 と、 を行い、

前記熱酸化膜 を形成する工程の後、前記第 1 基板の一面の うちの前

記窪み部の開口部 における周辺部 を境界領域 （1 1 2 a ) と し、前記

境界領域 よ り面積が大 きく、前記境界領域 を取 り囲む領域 を周辺領域

( 1 1 2 b ) と した とき、前記熱酸化膜 （1 2 0 ) の うちの前記境界

領域 に形成 された部分の厚 さを前記周辺領域 に形成 された部分の厚 さ

以下にする熱酸化膜調整工程 を行い、

前記第 2 基板 を接合する工程では、前記熱酸化膜の うちの前記周辺

領域 に形成 された部分 と前記第 2 基板 とを接合する S O I 基板 の製造

方法。

[ 請求項8] 前記熱酸化膜調整工程では、前記第 1 基板の一面側 に、前記熱酸化

膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分が露出するように レジス 卜

( 9 0 ) を形成 した後、前記 レジス 卜をマスクと して前記熱酸化膜

の うちの前記境界領域 に形成 された部分 を薄膜化することによ り、前

記熱酸化膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分の厚 さを前記周辺

領域 に形成 された部分の厚 さ以下にする請求項 7 に記載の S O I 基板

の製造方法。



[ 請求項 9] 前記熱酸化膜調整工程では、前記第 1 基板の一面側か ら、前記熱酸

化膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分 を研削 または研磨するこ

とによ り、前記熱酸化膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分の厚

さを前記周辺領域 に形成 された部分の厚 さ以下にする請求項 7 に記載

の S O I 基板 の製造方法。

[ 請求項 10] 前記熱酸化膜 を形成する工程では、前記熱酸化膜 （1 9 0 ) を形成

することによって前記窪み部の開口部 を丸め、

前記熱酸化膜調整工程では、前記熱酸化膜 を除去する工程 と、前記

第 1 基板 を熱酸化 して再び熱酸化膜 （1 2 0 ) を形成することによ り

、前記熱酸化膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分の厚 さを前記

周辺領域 に形成 された部分の厚 さ以下にする請求項 7 に記載の S 〇 I

基板 の製造方法。

[ 請求項 11] 請求項 7 ない し 1 0 のいずれか 1 つに記載の製造方法で製造 した S

〇 I 基板 を用意する工程 と、

前記第 2 基板 に、所定方向に変位可能 とされた複数の可動電極 （1

4 4 ) を有 する可動部 （1 4 0 ) と、前記可動電極 と対向する第 1 固

定電極 （1 5 1 ) が備 え られる第 1 支持部 （1 5 2 ) を有 する第 1 固

定部 （1 5 0 ) と、前記可動電極 と対向する第 2 固定電極 （1 6 1 )

が備 え られる第 2 支持部 （1 6 2 ) を有 し、前記第 2 支持部が前記可

動部 を挟んで前記第 1 支持部 と反対側 に配置 された第 2 固定部 （1 6

0 ) と、 を含んで構成 されるセ ンシ ン グ部 （1 3 1 ) を形成する工程

と、 を行 う物理量セ ンサ の製造方法 において、

前記 S O I 基板 を用意する工程 における前記熱酸化膜調整工程では

、前記熱酸化膜の うちの前記第 1 支持部 における前記可動部側 と反対

側の端部 と対向する部分 に第 1 溝部 （1 2 1 a ) を形成すると共 に、

前記第 2 支持部 における前記可動部側 と反対側の端部 と対向する部分

に第 2 溝部 （1 2 1 b ) を形成する工程 を行い、

前記セ ンシ ン グ部 を形成する工程では、前記第 1 支持部 における前



記可動部側の端部の一部が前記窪み部の壁面 に形成 された前記熱酸化

膜で囲まれる空間 （1 1 3 ) に突出すると共 に前記可動部側 と反対側

の端部の一部が前記第 1 溝部上 に突出するように第 1 固定部 を形成 し

、かつ、前記第 2 支持部 における前記可動部側の端部の一部が前記空

間に突出すると共 に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 2 溝

部上 に突出するように前記第 2 固定部 を形成することによ り、前記第

支持部の うちの前記熱酸化膜 を介 して前記第 1 基板 と接合 されてい

る部分の面積 と、前記第 2 支持部の うちの前記熱酸化膜 を介 して前記

第 1 基板 と接合 されている部分の面積 とを等 しくする物理量センサの

製造方法。

[ 請求項 12] —面 （1 1 O a ) を有 し、前記一面 に窪み部 （1 1 1 ) が形成 され

たシ リコ ン基板で構成 される第 1 基板 （1 1 0 ) と、

前記第 1 基板 に形成 された熱酸化膜 （1 2 0 ) と、

前記第 1 基板の一面側 に前記熱酸化膜 を介 して配置 された第 2 基板

( 1 3 0 ) と、 を備 える S 〇 I 基板 において、

前記熱酸化膜 は、前記第 1 基板の一面の うちの前記窪み部の開口部

における周辺部 を境界領域 （1 1 2 a ) と し、前記境界領域 よ り面積

が大 きく、前記境界領域 を取 り囲む領域 を周辺領域 （1 1 2 b ) と し

た とき、前記熱酸化膜の うちの前記境界領域 に形成 された部分の厚 さ

が前記周辺領域 に形成 された部分の厚 さ以下にされてお り、

前記第 2 基板 は、前記熱酸化膜の うちの前記周辺領域 に形成 された

部分 と接合 され、

前記熱酸化膜の うちの前記一面 に形成 された部分 と前記窪み部の壁

面 に形成 された部分 とを連結する境界部 （1 2 0 a ) と前記第 2 基板

との間には、緩和空間 （1 7 0 ) が構成 されている S O I 基板。

[ 請求項 13] 請求項 1 2 に記載の S 〇 I 基板 を備 え、

前記第 2 基板 に、所定方向に変位可能 とされた複数の可動電極 （1

4 4 ) を有 する可動部 （1 4 0 ) と、前記可動電極 と対向する第 1 固



定電極 （1 5 1 ) が備 え られる第 1 支持部 （1 5 2 ) を有 する第 1 固

定部 （1 5 0 ) と、前記可動電極 と対向する第 2 固定電極 （1 6 1 )

が備 え られる第 2 支持部 （1 6 2 ) を有 し、前記第 2 支持部が前記可

動部 を挟んで前記第 1 支持部 と反対側 に配置 された第 2 固定部 （1 6

0 ) と、 を含んで構成 されるセンシング部 （1 3 1 ) が形成 されてい

る物理量センサにおいて、

前記熱酸化膜 には、前記第 1 支持部 における前記可動部側 と反対側

の端部 と対向する部分 に第 1 溝部 （1 2 1 a ) が形成 されていると共

に、前記第 2 支持部 における前記可動部側 と反対側の端部 と対向する

部分 に第 2 溝部 （1 2 1 b ) が形成 されてお り、

前記第 1 支持部 は、前記可動部側の端部の一部が前記窪み部の壁面

に形成 された前記熱酸化膜で囲まれる空間 （1 1 3 ) に突出すると共

に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 1 溝部上 に突出 し、

前記第 2 支持部 は、前記可動部側の端部の一部が前記空間に突出す

ると共 に前記可動部側 と反対側の端部の一部が前記第 2 溝部上 に突出

してお り、

前記第 1 支持部の うちの前記熱酸化膜 を介 して前記第 1 基板 と接合

されている部分の面積 と、前記第 2 支持部の うちの前記熱酸化膜 を介

して前記第 1 基板 と接合 されている部分の面積 とが等 しくされている

物理量センサ。
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